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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 
１【主要な経営指標等の推移】 

回 次  第７７期中 第７８期中 第７９期中 第７７期 第７８期 

会計期間  
自平成12年4月 1日

至平成12年9月30日

自平成13年4月 1日 

至平成13年9月30日 

自平成14年4月 1日 

至平成14年9月30日 

自平成12年4月 1日 

至平成13年3月31日 

自平成13年4月 1日 

至平成14年3月31日 

(1) 連結経営指標等      

売上高 (百万円) 311,305 290,006 250,635 740,250 604,572 

経常損益 (百万円) 3,733 △  3,349 △ 15,767 22,240 △ 31,168 

中間(当期)純損益 (百万円) 2,013 △  9,685 △ 11,515 8,944 △ 34,077 

純資産額 (百万円) 143,596 133,861 97,047 148,844 109,066 

総資産額 (百万円) 737,577 660,438 607,876 732,483 651,581 

1株当たり純資産額 (円) 234.54 218.64 158.55 243.12 178.15 

1株当たり中間(当期)純損益 (円) 3.28 △  15.82 △  18.81 14.60 △  55.66 

潜在株式調整後1株当たり 

中間(当期)純利益 
(円) － － － 14.51 － 

自己資本比率 (％) 19.5 20.3 16.0 20.3 16.7 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) 5,809 △  2,534 △  9,036 62,405 16,927 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) △ 12,360 △ 15,833 △  4,420 △ 13,938 △ 25,848 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) △ 13,119 △  5,082 △  6,014 △ 63,557 320 

現金及び現金同等物の 

中間期末(期末)残高 
(百万円) 47,659 29,751 25,499 52,885 45,445 

従業員数 (人) 26,236 24,672 23,101 25,626 23,597 

(2) 提出会社の経営指標等       

売上高 (百万円) 227,537 196,413 160,700 534,452 404,390 

経常損益 (百万円) 6,133 △  1,099 △ 15,346 17,937 △ 36,915 

中間(当期)純損益 (百万円) 5,802 △  6,490 △  9,535 11,892 △ 43,059 

資本金 (百万円) 67,862 67,862 67,862 67,862 67,862 

発行済株式総数 (千株) 612,221 612,221 612,221 612,221 612,221 

純資産額 (百万円) 176,045 167,506 118,783 177,056 128,891 

総資産額 (百万円) 632,745 561,228 506,906 628,916 555,045 

1株当たり純資産額 (円) 287.55 273.60 194.05 289.20 210.54 

1株当たり中間(当期)純損益 (円) 9.47 △  10.60 △  15.57 19.42 △  70.33 

潜在株式調整後1株当たり 

中間(当期)純利益 
(円) 9.27 － － 18.99 － 

1株当たり中間(年間)配当額 (円) － － － 5.00 － 

自己資本比率 (％) 27.8 29.8 23.4 28.2 23.2 

従業員数 (人) 8,505 8,105 7,086 8,217 7,393 

（注）１．売上高には、消費税等は含まれていない。 

   ２． 提出会社の経営指標等については、平成14年3月期より自己株式を資本に対する控除項目としており、また、

1株当たり純資産額及び1株当たり当期純損益の各数値は発行済株式総数から自己株式数を控除して計算し 

ている。 

   ３．第79期中間から、1株当たり純資産額、1株当たり中間(当期)純利益及び潜在株式調整後1株当たり中間(当 

期)純利益の算定に当たっては、「1株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準第2号)及び「1株

当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第4号)を適用している。 

   ４．第79期中間の連結経営指標等及び提出会社の経営指標等に掲げる潜在株式調整後1株当たり中間純利益につ

いては、１株当たり中間純損失が計上されているため記載していない。 
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２【事業の内容】 

 当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、「情報」、「通信」、「電子デバイス」、「その他」の４事業に    

わたって、製品の製造・販売、工事・保守及びその他サービスを行なっている。 

  当中間連結会計期間における事業区分別の事業内容の変更と主要な関係会社の異動は、以下のとおりであ

る。 

 

＜情  報＞ 

 「通信」の防災行政無線システムなどの無線通信装置の一部について、通信技術を活用した情報システム

として、「通信」から「情報」に変更した。また、製造の一部について、ＥＭＳ (電子機器製造受託) 事業    

の本格化に伴い、「情報」から「その他」に変更した。 

 

 [主な関係会社の異動] 

（製造・販売会社） 

新規連結子会社：沖電気実業(深セン)有限公司 

事業区分の変更による増加：㈱沖電気コミュニケーションシステムズ 

事業区分の変更による減少：長野沖電気㈱ 

 

＜通  信＞ 

 防災行政無線システムなどの無線通信装置の一部について、通信技術を活用した情報システムとして、 

「通信」から「情報」に変更した。 

 

  [主な関係会社の異動] 

（製造・販売会社） 

事業区分の変更による減少：㈱沖電気コミュニケーションシステムズ 

 

＜電子デバイス＞ 

 特に変更はない。 

 

 [主な関係会社の異動] 

（販売会社） 

新規連結子会社：日沖電子貿易(上海)有限公司 

（ソフト、サービス会社他） 

新規連結子会社：㈱沖テクノコラージュ 

 

＜その他＞ 

 「情報」の製造の一部について、ＥＭＳ (電子機器製造受託) 事業の本格化に伴い、「情報」から「その   

他」に変更した。 

 

 [主な関係会社の異動] 

（製造・販売会社） 

事業区分の変更による増加：長野沖電気㈱ 

（ソフト、サービス会社他） 

新規連結子会社：㈱本庄ネットプログレス 

新規持分法適用関連会社：㈱センターシステムサービス 
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３【関係会社の状況】 

  当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。 

 

４【従業員の状況】 

(１) 連結会社の状況 

 (平成 14 年９月 30 日現在) 

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

情 報 11,453 

通 信 3,403 

電子デバイス 5,636 

その他 2,169 

全社（共通） 440 

合    計 23,101 

 

(２) 提出会社の状況 

 (平成 14 年９月 30 日現在) 

従業員数（人） 7,086 

 

(３) 労働組合の状況 

  労使関係について特に記載すべき事項はない。 
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第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(１) 業績 

我が国経済は、当中間連結会計期間当初に輸出増加や設備投資回復、生産下げ止まりなどの兆しがみられ

たものの、消費が回復せず、引き続き全体に底ばいの厳しい状況にある。 

 当社グループ(当社、連結子会社及び持分法適用会社)の事業領域においては、通信機器の需要が世界的に

冷え込んだままであり、情報化投資の需要もなかなか回復しない状況が続いている。また、半導体市況につ

いても、当中間連結会計期間当初は回復基調にあったものの、その後の成長は緩やかなものとなっている。 

 こうした市場環境の中、当社グループの業績は、当中間連結会計期間の営業損益は赤字を余儀なくされた

ものの、昨年来の構造改革の成果もあり、前連結会計年度後半を底に上向きつつある。 

  前年度後半を底に上向きつつあるが、当中間連結会計期間は前年同期と比べると厳しい状況となった。売

上高については、通信を中心に前年同期比 393 億円(△13.6％)減の 2,506 億円となり、損益についても、売

上高の減少により、営業損益は前年同期 9 億円の利益に対して 105 億円の損失、経常損益は前年同期 33 億  

円の損失に対して 157 億円の損失となった。中間純損益については、事業構造改革の一環として引き続き人

材の流動化・スリム化を推進して特別退職金を計上し、前年同期 96 億円の損失に対して 115 億円の損失と 

なった。 

 

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりである。 

＜情報＞ 

情報については、企業の IT 投資の減少および官公市場の競争激化により、外部顧客に対する売上高につ 

いては前年同期比 194 億円(△12.7％)減の 1,343 億円となったが、営業利益については、海外生産の加速に

よるコスト低減もあり、前年同期 22億円の利益に対して 35 億円の利益を確保した。 

＜通信＞ 

通信については、世界的な通信機器需要の冷え込みにより、外部顧客に対する売上高については前年同期

比 142 億円(△27.4％)減の 377 億円となった。営業損益についても、大幅な売上高の減少により、前年同期

18 億円の損失に対して 71億円の損失となった。 

＜電子デバイス＞ 

 電子デバイスについては、半導体市場は底入れしたものの勢いは鈍く、通信用光部品の需要も冷え込んだ

ままの状況であった。外部顧客に対する売上高については、前年同期比 78 億円(△11.8％)減の 585 億円と  

なり、営業損益についても前年同期 60 億円の利益に対して 16億円の損失となった。 

＜その他＞ 

 その他については、EMS(電子機器製造受託)が増加し、外部顧客に対する売上高については前年同期比 22

億円(12.4％)増の 199 億円となった。営業損益については前年同期 2 億円の損失に対して横ばいの 2 億円の

損失となった。 

 

なお、当中間連結会計期間において事業区分を一部変更しているため、前年同期分を新事業区分により修

正して対前年同期比を記載しており、事業区分の変更は「第１企業の概況 ２事業の内容」に記載している。 
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 所在地別セグメントの業績は、次のとおりである。 

＜日本＞ 

 国内については、企業の IT 投資の減少および通信機器需要の冷え込みにより、外部顧客に対する売上高 

については前年同期比 305 億円(△14.0％)減の 1,877 億円となった。営業損益についても、大幅な売上高の

減少により、前年同期 23 億円の利益に対して 115億円の損失となった。 

＜北米＞ 

 北米については、半導体市場は底入れしたものの勢いは鈍く、通信用光部品の需要も冷え込んだままの状

況であった。外部顧客に対する売上高については、前年同期比 96 億円(△27.1％)減の 260 億円となり、営  

業損益についても前年同期 41百万円の損失に対して 2億円の損失となった。 

＜その他の地域＞ 

 その他の地域については、半導体に対して堅調なプリンタの売上比率が欧州市場で相対的に高く、外部顧

客に対する売上高については、前年同期比 8 億円(2.4％)増の 368 億円となった。営業損益についても、堅  

調なプリンタおよびアジアにおける海外生産の加速により前年同期 3 億円の損失に対して 8 億円の利益を確

保した。 
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(２) キャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間末における連結ベースの現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、前連結会計

年度末に比べ 199 億円(△43.9％)減少し、254 億円となった。設備投資を抑制したものの主に中間純損失と

運転資金需要の増加によって、フリー・キャッシュ・フロー(営業活動によるキャッシュ・フローと投資活 

動によるキャッシュ・フローの合計)は△134 億円(対前中間連結会計期間比 49 億円増)となった。これを有

利子負債の圧縮と合わせ、資金を取り崩して充当した。 

 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間において営業活動によるキャッシュ・フローは、主に売上高減少に伴う中間純損失と

運転資金需要の増加によって、△90億円(対前中間連結会計期間比 65億円減)となった。 

 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間において投資活動によるキャッシュ・フローは、設備投資を抑制し、固定資産及び保

有有価証券を一部売却したことにより、△44億円(対前中間連結会計期間比 114億円増)となった。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間において財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入金の約定弁済及び社債の償

還資金を、有利子負債の圧縮に努めつつ短期・長期借入金で調達した結果、△60 億円(対前中間連結会計期

間比 9億円減)となった。 
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２【生産、受注及び販売の状況】 

（１）生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％） 

情 報 125,049 △ 13.5 

通 信 35,084 △ 30.3 

電子デバイス 58,689 △ 10.1 

その他 10,691 30.8 

合 計 229,515 △ 14.5 

(注)金額は販売価格によっており、消費税等は含まれていない。 

 

（２）受注状況 

当中間連結会計期間における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

事業の種類別セグメントの名称 
受注高 

（百万円） 

前年同期比 

（％） 

受注残高 

（百万円） 

前年同期比 

（％） 

情 報 154,746 △ 13.0 55,282 △ 17.2 

通 信 39,480 △ 22.0 7,843 △ 22.9 

電子デバイス 62,164 1.2 26,435 8.7 

その他 22,136 6.9 15,206 4.4 

合 計 278,527 △ 10.3 104,767 △  9.6 

(注)金額は販売価格によっており、消費税等は含まれていない。 

 

（３）販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％） 

情 報 134,390 △ 12.7 

通 信 37,788 △ 27.4 

電子デバイス 58,518 △ 11.8 

その他 19,937 12.4 

合 計 250,635 △ 13.6 

(注)上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

 

  前年同期比の算出にあたっては前中間連結会計期間の生産実績、受注状況及び販売実績をセグメント

区分変更に従い組替えて表示している。 

なお、生産実績、受注状況及び販売実績に係る事業の種類別セグメントごとの金額は、外部顧客に対

する金額である。 
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３【対処すべき課題】 

当社グループはこれまで、中期経営計画として策定した「フェニックス２１」、及びそれに続く「フェニ  

ックス２１飛翔」に基づき優良成長企業へと大幅な変革を図るための諸施策を実行し、一定の成果を上げて

きた。しかしながら、予測をはるかに超える事業環境の激変により、前連結会計年度は多額の損失を計上す

る結果となった。 

このような状況の下、当社グループはこれまでに実施してきた構造改革の諸施策を更に強化し、「市場環 

境変化に強い事業構造の完成」と「成長期待分野への積極投資」を骨子とする「第３次構造改革」を策定し、

その具体施策に注力することにより、今後の経営環境の急激な変化にも対応可能な事業構造の構築と収益力

の回復に取組んでいる。 

「第３次構造改革」では次のようなポイントに焦点を当て具体的な施策をスタートさせている。 

①昨年来特に環境変化が著しい通信関連事業における抜本的構造改革 

②半導体事業における設計開発と生産の分離による競争力強化 

③光デバイス事業における徹底したスリム化 

これらの施策により、市場環境変化に強い事業構造の完成を目指していく。 

また、成長期待分野への積極投資として、 

①ブロードバンド／ＩＰネットワーク関連事業への集中 

②金融機関向けネットワーク関連事業への注力 

③新規ネットワーク関連サービス事業の拡大等を主軸とした情報通信融合事業の強化 

④半導体分野での、設計開発／生産の両面にわたる海外の優良パートナー企業との戦略的アライアンス 

加速によるシステムＬＳＩを中心とした事業拡大 

等に取組んでいる。 

この「第３次構造改革」の施策を速やかに実行に移すため、本年１０月に通信関連事業および半導体事業

を中心に社内カンパニーの再編を中心とする大規模な組織改革を実施した。「第３次構造改革」は、これま  

で当社グループが進めてきた一連のフェニックス計画をより一層強固なものとするための改革であり、この

完遂によって事業収益力の着実な回復と将来の成長へ向けた経営の基本構造を構築する。 

なお、昨年より経営諮問委員会および報酬委員会、社外取締役の任用などを通じて経営の透明性を高める

ことにも力を入れており、企業活動の礎となるべき規準を記した「沖電気行動規範」を制定するなど、コー

ポレートガバナンス全般にわたる強化を図っている。 

また、地球環境の保全に関しても、ゼロエミッションの推進や環境に配慮した商品の提供、製品リサイク

ルの強化などグループをあげた取組みに力を入れている。 
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４【経営上の重要な契約等】 

 

  当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等及び重要な変更はない。 

 

 

５．【研究開発活動】 

 当社グループ(当社及び連結子会社)は、ｅ社会に貢献する「ネットワーク・ソリューション」を実現する

ため、スピードを重視した研究開発活動を行っている。他社に先がけて「個々人に最適」で｢安心と頼りが  

い｣のあるソリューションを提供するため、さまざまな先端技術開発やそれらを融合する研究開発を重点的 

に実施している。 

 当中間連結会計期間のグループ全体の研究開発費は、7,210百万円であり、各事業における研究開発活動 

の成果及び研究開発費は、次のとおりである。なお、グループ全体の研究開発費には、各事業に区別できな

い全社共通等の研究開発費1,019百万円が含まれている。 

 

＜情報＞ 

 当事業では、(1)テレビ電話やビデオチャットの会話をより楽しく演出するため、目や口などの動きの情 

報をリアルタイムに抽出し、より豊かな表情を生成する顔アニメーション技術、(2)文章等をプリンタで印 

刷する際に、デジタル情報を表す特殊な地紋を挿入し、印刷文書をスキャナで読み取ることで印刷内容改ざ

んの有無を検出するセキュアプリント技術などを開発した。 

 製品開発としては、(1)既存データウェアハウスとの連携及び、ＡＴＭやコールセンタなど顧客コンタク 

トチャネルの統合により、新しい顧客サービスを実現し、金融機関の収益基盤の強化に寄与する新ＣＲＭソ

リューション「ＣｈａｎｎｅｌＮａｖｉｇａｔｏｒ（チャネルナビゲーター）」、(2)Ｗｅｂトランザクショ  

ン技術と、認証・決済サービスを融合し、Ｗｅｂサービスの簡易開発環境やセキュリティ強化を実現するＷ

ｅｂインテグレーションプラットフォーム、(3)インターネットでの高度化するクレジットカード決済犯罪 

に対抗するための、デファクト・スタンダードに基づいた高セキュア認証、決済プラットフォーム、(4)ネ  

ットワーク上のプリンタの印刷状況監視、消耗品情報取得、メンテナンス通知機能などを実現するカラーペ

ージプリンタ(ML9500、ML9300、ML7300シリーズ)用監視・管理統合ソフト「Ｐｒｉｎｔ Ｓｕｐｅｒ Ｖｉｓ

ｉｏｎ」、(5)印刷枚数の徹底管理で、ＩＳＯ１４００１認証の維持、経費削減を戦略的かつ容易に実践でき

る課金ソフト「Ｐｒｉｎｔ Ｊｏｂ Ａｃｃｏｕｎｔｉｎｇ」、(6)多地点ＰＣ会議／ビデオライブラリ／ライ

ブ中継の３つの機能を統合した地域情報化支援映像システム「ＧｉｇａＭｅｅｔｉｎｇ」、(7)ＩＰネットワ

ークを利用し、遠隔映像監視及び監視制御などを行うシステム「ＶｉｓｕａｌＣａｓｔ」、(8)効率的なダウ

ンロード配信により電子広告やｅラーニングなど多彩なサービスを実現する不正防止機能付高品質映像コ 

ンテンツ配信システム「ＶｉｓｕａｌＣａｓｔ－ＣＤ(Contents Delivery)」などを開発した。(「Ｖｉｓｕ

ａｌＣａｓｔ」は当社の登録商標、「ＣｈａｎｎｅｌＮａｖｉｇａｔｏｒ」、「ＧｉｇａＭｅｅｔｉｎｇ」は  

当社の商標である。) 

 当事業に係る研究開発費は、2,073百万円である。 
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＜通信＞ 

 当事業では、(1)ＩＰ電話及びマルチメディア通信の普及に寄与するさまざまな方式のネットワークサー 

バー、(2)単純にＩＰ電話の交換機能だけではなく、電子メールやデータベース等と連携した新しいアプリ 

ケーションの提供が容易になるソフトスイッチアーキテクチャを採用したＣＴＩ＆ＩＰコミュニケーショ 

ンシステム、(3)ブロードバンドネットワークに接続する各種ゲートウェイ装置の開発があった。また、光  

通信関連では、(4)加入者アクセスに用いる高速光伝送装置の開発があった。さらに、(5) １０Ｇｂｐｓま  

での帯域保証サービスの提供や一つのネットワークで同時に数種類のサービスの提供を可能にする新しい 

光信号処理・伝送技術である光符号化技術の実証に成功した。 

 製品開発としては、(1)ＳＩＰ(Session Initiation Protocol)方式の呼制御機能を採用し、代表的な呼制

御機能をすべて持つキャリア向けマルチメディアコミュニケーションサーバー「ＣｅｎｔｅｒＳｔａｇｅ 

ＮＳ」、(2)ＩＰ網と既存電話網の局間相互接続を行う「ＣｅｎｔｅｒＳｔａｇｅ ＭｅｄｉａＧａｔｅｗａ

ｙ ＫＴ５０００」、(3)ＡＤＳＬモデム内蔵のＶｏＩＰルータ、(4)従来のＰＢＸをアップグレードすること

も可能で、フルＩＰシステムにも対応できる「ＩＰｓｔａｇｅＥＸ１００」、(5)従来のＣＴｓｔａｇｅＶ  

３.０に比べ、ＵｎＰＢＸの回線収用能力を約２倍とし、９６席までのコールセンタを提供可能としたＣＴ 

Ｉ＆ＩＰコミュニケーションシステム「ＣＴｓｔａｇｅ４ｉ ＵｎＰＢＸモデル」及び、ＩＰ連携機能を強  

化し、３００席までのコールセンタを提供可能とした「ＣＴｓｔａｇｅ４ｉ ソフトスイッチモデル」、(6)

最先端のＭＰＥＧ－４ ＡＳＰ(Advanced Simple Profile)を実装し、分散ＶＯＤ機能、コンテンツの著作権

保護、ライセンス管理機能、課金システムインタフェース等の商用サービスに必要となる機能を提供する高

画質映像配信システム「ＯＫＩ ＭｅｄｉａＳｅｒｖｅｒ Ｖ５」などを開発した。(「ＣｅｎｔｅｒＳｔａ  

ｇｅ」、「ＩＰｓｔａｇｅ」、「ＣＴｓｔａｇｅ」は当社の登録商標である。) 

 当事業に係る研究開発費は、1,106百万円である。 

 

＜電子デバイス＞ 

 当事業では、(1)世界ではじめて量産化した完全空乏型ＳＯＩ技術の近距離無線用高周波回路への適用研 

究があった。また、(2)システムＬＳＩ開発統合化プラットフォーム「μＰＬＡＴ」シリーズにおけるμＩ  

ＴＲＯＮ ＯＳの移植と画像データ格納用小型メモリカード制御ＩＰの導入があった。これによりＶｏＩＰ 

ＬＳＩ、ＪＰＥＧ内蔵画像処理ＬＳＩの商品化を予定している。 

 製品開発としては、(1)ＭＳＡ(Multi-source Agreement)仕様で小型の１０Ｇトランスポンダや１０Ｇイ 

ーサネット送受信器等への内蔵を狙う薄型パッケージ表面実装型１０Ｇｂｐｓ受信モジュール「ＯＤ９２４

１Ｎ」、(2)ハイエンドのニオブ酸リチウム変調器に対応し、良好な帯域特性の高出力ＧａＡｓ光通信用１０

ＧｂｐｓドライバＩＣ「ＫＧＬ４１３６ＨＤ」、(3)１０万個を１週間で調達可能な高速１２８Ｍｂ Ｐ２Ｒ 

ＯＭなどを開発した。(「μＰＬＡＴ」は当社の登録商標、「Ｐ２ＲＯＭ」は当社の商標である。) 

 当事業に係る研究開発費は、3,011百万円である。 
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第３ 【設備の状況】 

 

１【主要な設備の状況】 

  当中間連結会計期間において、提出会社の電子デバイス事業設備の一部（9,174百万円）についてセー

ル・アンド・リースバック取引を行い、資産の効率化を図った。 

 当該電子デバイス事業の主要な設備の状況は以下のとおりである。 

（平成14年9月30日現在） 
帳簿価額 

事業所名 

(所在地) 

事業の種類別 

セグメントの

名称 

設備の 

内容 
建物及び 

構築物 

(百万円) 

機械装置及

び運搬具 

(百万円) 

土地 

(百万円) 

(面積千㎡) 

その他 

(百万円) 

合計 

(百万円) 

従業員

数(人) 

八王子地区技術・

生産部門 

(東京都八王子市) 

電子デバイス 開発及び 

生産設備 

8,896 6,749 219 

(111) 

4,790 20,656 1,472 

宮崎工場 

(宮崎県宮崎郡) 

電子デバイス 生産設備 5,441 7,550 2,575 

(256) 

288 15,855 27 

宮城工場 

(宮城県黒川郡) 

電子デバイス 生産設備 6,922 14,423 1,298 

(296) 

267 22,911 － 

 

(注)１．帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品及び建設仮勘定の合計である。なお、金額には消費

税等を含まない。 

    ２．宮崎工場の建物及び構築物、機械装置及び運搬具、土地、その他設備は宮崎沖電気㈱に貸与して

いる。 

    ３．宮城工場の建物及び構築物、機械装置及び運搬具、土地、その他設備は宮城沖電気㈱に貸与して

いる。 

    ４．上記の他、主要な賃借及びリース設備として、以下のものがある。 

 
事業所名 

(所在地) 

事業の種類別 

セグメントの名称 
設備の内容 

年間賃借料又は 

リース料 

八王子地区技術・

生産部門 

(東京都八王子市) 

電子デバイス 開発及び 

生産設備 

年間リース料 

  1,604百万円 

宮崎工場 

(宮崎県宮崎郡) 

電子デバイス 生産設備 年間リース料 

   343百万円 

宮城工場 

(宮城県黒川郡) 

電子デバイス 生産設備 年間リース料 

  1,218百万円 

 

２【設備の新設、除却等の計画】 

  当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について重要な変

更はない。 
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第４【提出会社の状況】 
 

１【株式等の状況】 

(１)【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 2,400,000,000  

計 2,400,000,000  

②【発行済株式】 

種類 
中間会計期間末現在発行数(株)

（平成14年９月30日） 

提出日現在発行数(株) 

（平成14年12月19日） 
上場証券取引所名 

内容 

普通 

株式 
612,221,797 612,221,797 東京証券取引所市場第一部 

大阪証券取引所市場第一部 

― 

計 612,221,797 612,221,797 ― ― 

（注）｢提出日現在発行数｣には、平成 14 年 12 月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の  

行使（旧商法に基づき発行された転換社債の転換を含む。）により発行された株式数は含まれて

いない。 

 

(２)【新株予約権等の状況】 

当社は、旧商法第 280 条ノ 19の規定に基づき新株引受権を発行している。 

中間会計期間末現在 

(平成 14 年９月 30 日) 

提出日の前月末現在 

(平成 14 年 11月 30日) 
  

平成 12 年６月 29 日

決議分 

平成 13 年６月 28 日

決議分 

平成 12 年６月 29 日

決議分 

平成 13 年６月 28 日

決議分 

新株予約権の数 

  
― ― ― ― 

新株予約権の目的とな

る株式の種類 
普通株式 同左 同左 同左 

新株予約権の目的とな

る株式の数 
341,000株 334,000株 341,000株 334,000株 

新株予約権の行使時の

払込金額 
866 円 613 円 866 円 613 円 

新株予約権の行使期間 平成 14 年７月１

日～平成 17 年６

月 30 日 

平成 15 年７月１

日～平成 18 年６

月 30 日 

平成 14 年７月１

日～平成 17 年６

月 30 日 

平成 15 年７月１

日～平成 18 年６

月 30 日 

新株予約権の行使によ

り株式を発行する場合

の株式の発行価格及び

資本組入額 

発行価格 

866 円 

資本組入額 

433 円 

発行価格 

613 円 

資本組入額 

307 円 

発行価格 

866 円 

資本組入額 

433 円 

発行価格 

613 円 

資本組入額 

307 円 

新株予約権の行使の条

件 

新株予約権の譲渡に関

する事項 

（注１） （注２） （注１） （注２） 

（注１）①付与対象者が地位を喪失した場合の扱い 

平成 14年７月１日前に地位を喪失した対象者については行使期間開始日から１年間、平成 14

年７月１日以降に地位を喪失した対象者については喪失日から１年間（行使期間が喪失日以降１

年未満のときは、行使期間の残存期間）において行使することができる。 
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②付与対象者死亡による相続 

付与対象者の相続人に、相続の開始日に応じて、①と同等の期間において行使することを認める。 

③その他の権利行使の条件は、平成12年６月29日開催の定時株主総会及び取締役会決議に基づき、

付与契約に定めるものとする。 

（注２）①付与対象者が地位を喪失した場合の扱い 

平成 15年７月１日前に地位を喪失した対象者については行使期間開始日から１年間、平成 15

年７月１日以降に地位を喪失した対象者については喪失日から１年間（行使期間が喪失日以降１

年未満のときは、行使期間の残存期間）において行使することができる。 

②付与対象者死亡による相続 

付与対象者の相続人に、相続の開始日に応じて、①と同等の期間において行使することを認める。 

③その他の権利行使の条件は、平成13年６月28日開催の定時株主総会及び取締役会決議に基づき、

付与契約に定めるものとする。 

 

 当社は、商法第 280条ノ 20及び第 280 条ノ 21の規定に基づき新株予約権を発行している。 
中間会計期間末現在 

(平成 14 年９月 30 日) 

提出日の前月末現在 

(平成 14 年 11月 30日) 
  

平成 14年６月 27日決議分 同左 

新株予約権の数 

  
303 個 同左 

新株予約権の目的とな

る株式の種類 
普通株式 同左 

新株予約権の目的とな

る株式の数 
303,000株 同左 

新株予約権の行使時の

払込金額 

1 個の新株予約権につき 

271,000円 
同左 

新株予約権の行使期間 平成 16 年７月１日～平成 19 年６月 30

日 
同左 

新株予約権の行使によ

り株式を発行する場合

の株式の発行価格及び

資本組入額 

発行価格 

271 円 

資本組入額 

136 円 

同左 

新株予約権の行使の条

件 

新株予約権の譲渡に関

する事項 

（注１） 同左 

（注１）①新株予約権者が地位を喪失した場合の扱い 

平成16年7月1日前に地位を喪失した対象者については行使期間開始日から１年間、平成16年7月1

日以降に地位を喪失した対象者については喪失日から１年間 （行使期間が喪失日以降１年未満の

ときは、行使期間の残存期間）において行使することができる。 

②新株予約権者死亡による相続 

相続人に、相続の開始日に応じて、①と同等の期間において行使することを認める。 
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当社は旧商法第 341 条ノ 2 の規定に基づき転換社債を発行している。当該転換社債の残高、転換価格及び

資本組入額は次のとおりである。 

中間会計期間末現在 

（平成 14年９月 30日） 

提出日の前月末現在 

（平成 14 年 11 月 30日） 

銘柄（発行日） 
転換社債の 

残高(百万円) 

転換価格 

(円) 

資本組入額 

(円) 

転換社債の 

残高(百万円) 

転換価格 

(円) 

資本組入額

(円) 

第 17 回無担保転換社債 

（昭和 63年９月 30日） 
 32,188 1,050.0      525  32,188 1,050.0    525 

 

 (３)【発行済株式総数、資本金等の推移】 

年月日 
発行済株式総

数増減数 

（千株） 

発行済株式総

数残高 

（千株） 

資本金増減額

（百万円） 

資 本 金 残 高

（百万円） 

資本準備金

増減額 

（百万円） 

資本準備金

残高 

（百万円） 

平成 14年 4月 1日～

平成 14年 9 月 30日
― 612,221 ― 67,862 ― 71,150 

  

 (４)【大株主の状況】 
  (平成14年９月30日現在)

氏名又は名称 住所 
所有株式数

（千株） 

発行済株式

総数に対す

る所有株式

数 の 割 合

（％） 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式

会社（信託口） 
東京都中央区晴海 1－8－11 38,870 6.35 

安田生命保険相互会社 東京都新宿区西新宿 1－9－1 36,000 5.88 

株式会社みずほコーポレート銀行 東京都千代田区丸の内 1－3－3 26,545 4.34 

ＵＦＪ信託銀行株式会社（信託勘定Ａ口） 東京都千代田区丸の内 1－4－3 16,705 2.73 

第一生命保険相互会社 東京都千代田区有楽町 1－13－1 15,634 2.55 

株式会社損害保険ジャパン 東京都新宿区西新宿 1－26－1 13,987 2.28 

株式会社新生銀行 東京都千代田区内幸町 2－1－8 10,641 1.74 

沖電気工業従業員持株会 東京都中央区八重洲 1－2－1 9,763 1.59 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社

（信託口） 
東京都港区浜松町 2－11－3 8,106 1.32 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町 1－1－2 6,762 1.10 

計 ― 183,016 29.89 
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(５)【議決権の状況】 

 ①【発行済株式】 

      (平成14年９月30日現在)

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式    3,338,000 ― ― 

完全議決権株式（その他） 普通株式  603,075,000 602,745 ― 

単元未満株式 普通株式    5,808,797 ― １単元(1,000株)未満の株式 

発行済株式総数 612,221,797 ― ― 

総株主の議決権 ― 602,745 ― 

（注）1. 「完全議決権株式（その他）」の「株式数」欄には、証券保管振替機構名義の株式が、323,000株    

含まれている。なお、「議決権の数」欄から、証券保管振替機構名義の323個を除いている。 

      2. 株主名簿上は当社名義となっているが、実質的に所有していない株式が7,000株ある。なお、当該

株式数は「完全議決権株式（その他）」の「株式数」欄に含まれている。また、「議決権の数」欄    

から、当社名義の7個を除いている。 

      3. 「単元未満株式」には当社所有の自己株式64株及び相互保有株式（沖電線㈱所有 184株）が含ま 

れている。 

  

 ②【自己株式等】 

(平成14年９月30日現在) 

所有者の氏名又は名
称 所有者の住所 

自己名義所
有株式数
（株） 

他人名義所
有株式数
（株） 

計（株） 
発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合（％） 

当社 東京都港区虎ノ門
1-7-12 

104,000 ― 104,000 0.02 

沖電線㈱ 
神奈川県川崎市中
原区下小田中
2-12-8 

3,134,000 ― 3,134,000 0.51 

吉川セミコンダクタ
㈱ 

宮崎県児湯郡新富
町大字上富田
4637-1 

70,000 ― 70,000 0.01 

東機通商㈱ 東京都千代田区永
田町2-4-3 

30,000 ― 30,000 0.00 

計 ― 3,338,000 ― 3,338,000 0.55 

（注）沖電線㈱が退職給付信託した3,000,000株については、「自己名義所有株式数」に含めて表示して

いる。 
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２【株価の推移】 

 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

月別 
平成 

14 年４月 

平成 

14 年５月 

平成 

14 年６月 

平成 

14 年７月 

平成 

14 年８月 

平成 

14 年９月 

最高（円） 342 321 305 283 287 245 

最低（円） 303 280 242 226 208 212 

（注）最高・最低株価は東京証券取引所(市場第一部)におけるものである。 

 

３【役員の状況】 

 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はない。 
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第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

  (１) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成 11 

  年大蔵省令第 24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成している。 

   なお、前中間連結会計期間(平成 13 年４月１日から平成 13年９月 30日まで)は、改正前の中間 

  連結財務諸表規則に基づき、当中間連結会計期間(平成 14年４月１日から平成 14年９月 30日まで) 

  は、改正後の中間連結財務諸表規則に基づいて作成している。 

  (２) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和 52年大蔵 

  省令第 38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成している。 

   なお、前中間会計期間(平成 13年４月１日から平成 13年９月 30日まで)は、改正前の中間財務 

  諸表等規則に基づき、当中間会計期間(平成 14年４月１日から平成 14年９月 30日まで)は、改正 

  後の中間財務諸表等規則に基づいて作成している。 

 

２．監査証明について 

      当社は、証券取引法第 193条の 2の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成 13 年４月１日から 

  平成 13年９月 30 日まで)及び当中間連結会計期間(平成 14年４月１日から平成 14年９月 30日まで) 

  の中間連結財務諸表並びに前中間会計期間(平成 13 年４月１日から平成 13年９月 30日まで)及び当 

  中間会計期間(平成 14年４月１日から平成 14年９月 30 日まで)の中間財務諸表について、新日本監 

  査法人により中間監査を受けている。 
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１【中間連結財務諸表等】 

(１)【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 
前連結会計年度の 

要約連結貸借対照表 

  (平成13年9月30日) (平成14年9月30日) (平成14年3月31日) 

区  分 
注記 

番号 

金 額 

(百万円) 

構成比 

(％) 

金 額 

(百万円) 

構成比 

(％) 

金 額 

(百万円) 

構成比 

(％) 

 (資産の部)        

Ⅰ 流動資産        

 １．現金及び預金  28,432  24,398  42,455  

 ２．受取手形及び売掛金 ※５ 143,947  120,961  146,777  

 ３．有価証券  2,588  1,139  1,039  

 ４．たな卸資産  179,891  163,478  148,212  

 ５．繰延税金資産  8,211  10,916  8,866  

 ６．その他の流動資産  18,009  19,123  24,590  

 ７．貸倒引当金  △  1,705  △  2,006  △   2,559  

  流動資産合計  379,374 57.4 338,011 55.6 369,383 56.7 

Ⅱ 固定資産        

 １．有形固定資産        

  (1)建物及び構築物  137,731  137,959  138,753  

  (2)機械装置及び運搬具  395,067  369,086  389,464  

  (3)工具器具備品  162,600  155,311  158,582  

  (4)土地   20,729  20,539  20,587  

  (5)建設仮勘定  260  1,886  341  

  (6)減価償却累計額  △ 545,626  △ 536,938  △ 543,884  

   有形固定資産合計 ※１ 170,762 25.9 147,845 24.3 163,844 25.1 

 ２．無形固定資産  23,544 3.6 19,471 3.2 22,777 3.5 

 ３．投資その他の資産        

  (1)投資有価証券 ※２ 54,637  46,574  45,886  

  (2)長期貸付金  1,144  2,433  1,137  

  (3)長期繰延税金資産  7,896  33,813  26,925  

  (4)その他の投資その他の資産  25,698  23,683  25,002  

  (5)貸倒引当金  △  2,620  △   3,955  △   3,375  

     投資その他の資産合計  86,756 13.1 102,548 16.9 95,576 14.7 

  固定資産合計  281,064 42.6 269,865 44.4 282,198 43.3 

資産合計  660,438 100.0 607,876 100.0 651,581 100.0 
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  前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 
前連結会計年度の 

要約連結貸借対照表 

  (平成13年9月30日) (平成14年9月30日) (平成14年3月31日) 

区  分 
注記 

番号 

金 額 

(百万円) 

構成比 

(％) 

金 額 

(百万円) 

構成比 

(％) 

金 額 

(百万円) 

構成比 

(％) 

 (負債の部)        

Ⅰ 流動負債        

 １．支払手形及び買掛金  67,137  59,785  80,218  

 ２．短期借入金  153,004  129,838  134,346  

 ３．未払法人税等  1,441  1,422  944  

 ４．未払費用  41,029  34,819  39,981  

 ５．完成工事補償引当金  6  3  6  

 ６．その他の流動負債  62,857  37,556  50,380  

  流動負債合計  325,476 49.3 263,425 43.3 305,877 47.0 

Ⅱ 固定負債        

 １．社債  95,077  86,688  94,577  

 ２．長期借入金  64,835  119,499  104,378  

 ３．退職給付引当金  27,771  27,899  23,876  

 ４．役員退職慰労引当金  808  755  843  

 ５．その他の固定負債  7,407  7,232  7,647  

  固定負債合計  195,899 29.6 242,074 39.8 231,322 35.5 

負債合計  521,376 78.9 505,500 83.1 537,200 82.5 

(少数株主持分)        

少数株主持分  5,200 0.8 5,328 0.9 5,314 0.8 

(資本の部)        

Ⅰ 資本金  67,862 10.3 －  67,862 10.4 

Ⅱ 資本準備金  71,150 10.8 －  71,150 10.9 

Ⅲ 欠損金  788 △ 0.1 －  25,180 △ 3.9 

Ⅳ その他有価証券評価差額金  4,283 0.6 －  2,265 0.4 

Ⅴ 為替換算調整勘定  △   8,646 △ 1.3 －  △   7,016 △ 1.1 

Ⅵ 自己株式  － － －  △      14 － 

資本合計  133,861 20.3 －  109,066 16.7 

Ⅰ 資本金  －  67,862 11.2 －  

Ⅱ 資本剰余金  －  71,150 11.7 －  

Ⅲ 利益剰余金  －  △  35,960 △ 5.9 －  

Ⅳ その他有価証券評価差額金  －  1,682 0.3 －  

Ⅴ 為替換算調整勘定  －  △   7,650 △ 1.3 －  

Ⅵ 自己株式  －  △      36 － －  

資本合計  －  97,047 16.0 －  

負債、少数株主持分及び資本合計  660,438 100.0 607,876 100.0 651,581 100.0 
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②【中間連結損益計算書】 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 
前連結会計年度の 

要約連結損益計算書 

自 平成 13 年４月 １日 自 平成 14 年４月 １日 自 平成 13 年４月 １日 
  

至 平成 13 年９月 30 日 至 平成 14 年９月 30 日 至 平成 14 年３月 31 日 

区   分 
注記

番号
金   額 

(百万円) 

百分比 

(％) 
金   額 

(百万円) 

百分比

(％) 
金   額 

(百万円) 

百分比 

(％) 

      

Ⅰ 売上高  290,006 100.0 250,635 100.0  604,572 100.0 

Ⅱ 売上原価  221,406 76.3 194,418 77.6  490,257 81.1 

   売上総利益  68,600 23.7 56,217 22.4  114,314 18.9 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 67,689 23.4 66,778 26.6  141,562 23.4 

   営業利益  911 0.3 －   －  

      営業損失  －  10,561 △ 4.2  27,247 △ 4.5 

Ⅳ 営業外収益         

  １．受取利息  313   113   455   

  ２．受取配当金  655   615   804   

  ３．固定資産売却益  －   153   －   

  ４．雑収入  1,363 2,333 0.8 619 1,501 0.6 4,775 6,035 1.0 

Ⅴ 営業外費用         

  １．支払利息  4,244   3,794   8,102   

  ２．為替差損  1,164   2,147   －   

  ３．雑支出  1,185 6,594 2.3 765 6,707 2.7 1,853 9,956 1.7 

   経常損失  3,349 △ 1.2 15,767 △ 6.3  31,168 △ 5.2 

Ⅵ 特別利益         

  １．投資有価証券売却益  3,487 3,487 1.2 782 782 0.3 12,079 12,079 2.0 

Ⅶ 特別損失         

  １．固定資産処分損 ※３ －   284   2,172   

  ２．投資有価証券等評価

損 
 14,328   520   18,148   

  ３．貸倒引当金繰入額  －   267   1,664   

  ４．たな卸資産評価損  －   －   8,372   

  ５．事業再編損 ※２ 1,162 15,491 5.3 2,471 3,544 1.4 7,625 37,983 6.2 

   税金等調整前中間(当

期)純損失 
 15,353 △ 5.3 18,529 △ 7.4  57,073 △ 9.4 

   法人税、住民税及び事

業税 
 1,413   1,326   1,965   

   法人税等調整額  △ 6,942 △  5,528 △ 1.9 △ 8,409 △  7,083 △ 2.8 △25,179 △23,214 △ 3.8 

   少数株主利益  －  69 －  218 － 

   少数株主損失  138 0.1 －   －  

   中間(当期)純損失  9,685 △ 3.3 11,515 △ 4.6  34,077 △ 5.6 
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③【中間連結剰余金計算書】 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 
前連結会計年度の 

連結剰余金計算書 

自 平成13年４月１日 自 平成14年４月１日 自 平成13年４月１日 
  

至 平成13年９月30日 至 平成14年９月30日 至 平成14年３月31日 

区分 
注記 

番号 

金   額 

(百万円) 
金   額 

(百万円) 
金   額 

(百万円) 

Ⅰ 連結剰余金期首残高   12,231  －  12,231 

Ⅱ 連結剰余金増加高        

 連結子会社の減少に伴う増加高  － － － － － － 

Ⅲ 連結剰余金減少高        

 １ 配当金  3,061  －  3,061  

 ２ 連結子会社の増加に伴う減少高  274 3,335 － － 274 3,335 

Ⅳ 中間(当期)純損失   9,685  －  34,077 

Ⅴ 欠損金中間期末(期末)残高   788  －  25,180 

        

(資本剰余金の部)        

Ⅰ 資本剰余金期首残高        

   資本準備金期首残高  － － 71,150 71,150 － － 

Ⅱ 資本剰余金中間期末残高   －  71,150  － 

        

(利益剰余金の部)        

Ⅰ 利益剰余金期首残高        

   連結剰余金期首残高  － － △25,180 △25,180 － － 

Ⅱ 利益剰余金増加高        

   持分法適用会社の増加に伴う 

   増加高 
 － － 741 741 － － 

Ⅲ 利益剰余金減少高        

 １ 連結子会社の増加に伴う減少高    －  4  －  

 ２ 中間純損失  － － 11,515 11,520 － － 

Ⅳ 利益剰余金中間期末残高   －  △35,960  － 
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④【中間連結キャッシュ・フロ－計算書】 

 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 
前連結会計年度の要約連結

キャッシュ・フロ－計算書 

 
自 平成13年４月１日 

至 平成13年９月30日 

自 平成14年４月１日 

至 平成14年９月30日 

自 平成13年４月１日 

至 平成14年３月31日 

区分 
注記 

番号 
金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロ－     

税金等調整前中間（当期）純損失  △   15,353 △   18,529 △   57,073 
減価償却費  24,783 20,019 48,053 
引当金の増加額  3,993 3,998 1,662 
受取利息及び受取配当金  △      969 △      728 △    1,259 
支払利息  4,244 3,794 8,102 
投資有価証券等評価損  14,328 520 18,148 
投資有価証券売却益  △    3,487 △      782 △   12,079 
売上債権の減少額  45,007 24,448    44,811 
たな卸資産の減少額（△増加額）  △   21,974 △   16,180    8,696 
仕入債務の減少額  △   40,739 △   19,906 △   28,609 
未払費用の減少額  △    6,425 △    4,639 △    7,589 
その他  △      811       2,315 4,417 

小計  2,597 △  5,668 27,280 
利息及び配当金の受取額  1,010 734 1,307 
利息の支払額  △    4,325 △    3,941 △    8,254 
法人税等の支払額  △    1,816 △      161 △    3,406 

営業活動によるキャッシュ・フロ－  △    2,534 △    9,036 16,927 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロ－     

定期預金の純減少額  99 － 199 

有形固定資産の取得による支出  △   18,718 △   12,266 △   32,583 
有形固定資産の売却による収入  － 9,735 312 
無形固定資産の取得による支出  △    3,666 △    1,193 △    8,343 
投資有価証券の取得による支出  △    1,048 △    1,078 △    2,823 
投資有価証券の売却による収入  5,193 810 18,086 
その他  2,307 △   428 △     697 

投資活動によるキャッシュ・フロ－  △   15,833 △    4,420 △   25,848 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロ－     
短期借入金の純増加額（△純減少額）  4,796 6,244 △   10,436 
コマ－シャルペ－パ－の純増加額  14,000 5,700 － 
長期借入れによる収入  6,500 26,089 53,864 
長期借入金の返済による支出  △    8,306 △   21,503 △   20,479 
社債の償還・買入消却等による支出  △   24,019 △   22,500 △   24,519 
配当金の支払額  △    3,031 －    △    3,053 
その他  4,978 △       44        4,944 

財務活動によるキャッシュ・フロ－  △    5,082 △    6,014 320   

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  △      253 △      573 590 

Ⅴ 現金及び現金同等物の減少額  △   23,703 △   20,046 △    8,010 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  52,885 45,445 52,885 

Ⅶ 連結子会社の増加に伴う現金及び現金

同等物の増加額 
 569 99 569 

Ⅷ 現金及び現金同等物の中間期末（期末）

残高 
※1 29,751 25,499 45,445 
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 
項   目 自 平成 13 年４月 １日 

至 平成 13 年９月 30 日 

自 平成 14 年４月 １日 

至 平成 14 年９月 30 日 

自 平成 13 年４月 １日 

至 平成 14 年３月 31 日 

１．連結の範囲に関す

る事項 

 子会社 122社のうち 81

社が連結の範囲に含めら

れている。残りの㈱アダチ

プロテクノ他 40社の総資

産、剰余金、売上高及び中

間純損益は個々にみても

また全体としても小規模

であり重要でないので連

結の範囲に含められてい

ない。 

 なお、子会社の相対的重

要性の増加により､当中間

連結会計期間より㈱エ

ム・エル・サプライ、㈱オ

ー・ピー・エム、日本ビジ

ネスオペレーションズ㈱

を新たに連結の範囲に含

めることとした｡ 

 また、桑野電機㈱は、当

中間連結会計期間におい

て清算を結了したため、連

結の範囲から消滅した。 

 子会社 118社のうち 81

社が連結の範囲に含めら

れている。残りの㈱アダ

チプロテクノ他 36社の総

資産、利益剰余金等、売

上高及び中間純損益は

個々にみてもまた全体と

しても小規模であり重要

でないので連結の範囲に

含められていない。 

 なお、子会社の相対的

重要性の増加により､当

中間連結会計期間より㈱

沖テクノコラージュ、㈱

本庄ネットプログレス、

沖電気実業（深セン）有

限公司、日沖電子貿易(上

海)有限公司を新たに連

結の範囲に含めることと

した｡ 

 子会社 118 社のうち 77 

社が連結の範囲に含めら 

れている。残りの(株)ア 

ダチプロテクノ他 40 社 

の総資産、剰余金、売上  

高及び純損益は個々にみ 

てもまた全体としても小 

規模であり重要でないの 

で連結の範囲に含められ 

ていない。 

 なお、子会社の相対的 

重要性の増加により、当 

連結会計年度より(株)エ

ム・エル・サプライ、(株)

オー・ピー・エム、日本ビ

ジ ネ ス オペ レー シ ョン  

ズ(株)を新たに連結の範 

囲に含めることとした。 

 また、桑野電機(株)、

OLYMPIA CATALUNA, S. A.

は清算を結了したため、 

沖システック東海(株)、 

OKI DATA AMERICAS 

HOLDINGS, INC.は合併によ

り 消滅し たため、 (株 )  

ビジネスブレイン沖は同 

社株式の売却により子会 

社に該当しなくなったた

め、連結の範囲から消滅 

または除外した。 

  主要な連結子会社 

㈱沖データ、㈱沖電気カス

タマアドテック、沖電気工

事㈱、宮城沖電気㈱、宮崎

沖電気㈱、OKI AMERICA, 

INC.、OKI DATA AMERICAS, 

INC.、OKI EUROPE LTD. 

 主要な連結子会社 

㈱沖データ、㈱沖電気カ

スタマアドテック、沖ウ

ィンテック㈱、宮城沖電

気㈱、宮崎沖電気㈱、OKI 

AMERICA, INC.、OKI DATA 

AMERICAS, INC.、OKI 

EUROPE LTD. 

 主要な連結子会社 

㈱沖データ、㈱沖電気カ 

スタマアドテック、沖ウ 

ィンテック㈱、宮城沖電 

気㈱、宮崎沖電気㈱、OKI 

AMERICA, INC.、OKI DATA 

AMERICAS, INC.、OKI  

EUROPE LTD. 
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前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 
項   目 自 平成 13 年４月 １日 

至 平成 13 年９月 30 日 

自 平成 14 年４月 １日 

至 平成 14 年９月 30 日 

自 平成 13 年４月 １日 

至 平成 14 年３月 31 日 

２．持分法の適用に関

する事項 

 非連結子会社 41 社及び

関連会社 31 社のうち沖電

線㈱に対する投資につい

て持分法を適用している。 

 適用外の非連結子会社

㈱アダチプロテクノ他 40

社及び関連会社㈱アイ・

イー・ピー・テクノロジ

ーズ他 29社は、それぞれ

中間連結純損益及び連結

剰余金に及ぼす影響が軽

微であり、かつ、全体とし

ても重要性がない。 

 非連結子会社 37 社及

び関連会社 30 社のうち 2

社に対する投資について

持分法を適用している。 

 適用外の非連結子会社

㈱アダチプロテクノ他 36

社及び関連会社㈱アイ・

イー・ピー・テクノロジ

ーズ他 27社は、それぞれ

中間連結純損益及び連結

利益剰余金等に及ぼす影

響が軽微であり、かつ、

全体としても重要性がな

い。 

 なお、相対的重要性の

増加により､当中間連結

会計期間より㈱センター

システムサービスを新た

に持分法適用の範囲に含

めることとした。 

 

 非連結子会社 41 社及 

び関連会社 30 社のうち 

沖電線(株)に対する投資

について持分法を適用し

ている。 

 適用外の非連結子会社

(株)アダチプロテクノ他

40 社及び関連会社(株)ア

イ・イー・ピー・テクノ

ロジーズ他 28社は、それ

ぞれ連結純損益及び連結

剰余金に及ぼす影響が軽

微であり、かつ、全体と

しても重要性がない。 

  
 持分法適用関連会社 

沖電線㈱、㈱センターシ

ステムサービス 

 

３．連結子会社の(中

間)決算日等に関す

る事項 

 

 連結子会社である常州

沖電気国光通信機器有限

公司及び OKI SYSTEMS 

(THAILAND) LTD.の中間決

算日は中間連結決算日と

異なる６月 30日であるが、

同社の中間決算日現在の

財務諸表を使用している。 

 

 連結子会社である常州

沖電気国光通信機器有限

公司、OKI SYSTEMS 

(THAILAND) LTD. 、沖電

気実業（深セン）有限公

司及び日沖電子貿易(上

海)有限公司の中間決算

日は中間連結決算日と異

なる６月 30 日であるが、

同社の中間決算日現在の

財務諸表を使用してい

る。 

 連結子会社である常州

沖電気国光通信機器有限

公 司 及 び OKI SYSTEMS 

(THAILAND) LTD.の決算日

は連結決算日と異なる 12

月 31 日であるが、同社の

決算日現在の財務諸表を

使用している。 

 

４．会計処理基準に関

する事項 

(イ)重要な資産の評価基

準及び評価方法 

(イ)重要な資産の評価基

準及び評価方法 

(イ)重要な資産の評価基

準及び評価方法 

 ①有価証券 

…当社及び国内連結子会

社は、保有目的等の区分に

応じて、それぞれ以下のと

おり評価している。在外連

結子会社は、低価法を採用

している。 

 

①有価証券 

…同左 

①有価証券 

…当社及び国内連結子会

社は、保有目的等の区分

に応じて、それぞれ以下

のとおり評価している。

在外連結子会社は、低価

法を採用している。 
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前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 
項   目 自 平成 13 年４月 １日 

至 平成 13 年９月 30 日 

自 平成 14 年４月 １日 

至 平成 14 年９月 30 日 

自 平成 13 年４月 １日 

至 平成 14 年３月 31 日 

  満期保有目的の債券 

  …償却原価法 

 その他有価証券 

  時価のあるもの 

…中間決算日の市場

価格等に基づく時価

法（評価差額は全部

資本直入法により処

理し、売却原価は移

動平均法により算定

している。） 

  時価のないもの 

…移動平均法による

原価法 

  満期保有目的の債券 

  …償却原価法 

 その他有価証券 

  時価のあるもの 

…決算日の市場価格

等に基づく時価法

（評価差額は全部資

本直入法により処理

し、売却原価は移動

平均法により算定し

ている。） 

  時価のないもの 

…移動平均法による

原価法 

 ②デリバティブ 

…時価法 

②デリバティブ 

…同左 

②デリバティブ 

…同左 

 ③運用目的の金銭の信託 

…時価法 

― ③運用目的の金銭の信託 

…時価法 

 ④たな卸資産 

…当社及び国内連結子会

社は、原価法を採用し、

在外連結子会社は、主と

して低価法を採用してい

る。 

③たな卸資産 

…同左 

④たな卸資産 

…同左 

 (ロ)重要な減価償却資産

の減価償却の方法 

(ロ)重要な減価償却資産

の減価償却の方法 

(ロ)重要な減価償却資産

の減価償却の方法 

 ①有形固定資産 

…当社及び国内連結子会

社は、主として定率法を

採用し、在外連結子会社

は、主として定額法を採

用している。 

①有形固定資産 

…同左 

①有形固定資産 

…同左 

 ②無形固定資産 

…当社及び国内連結子会

社は、定額法を採用して

いる。 

 なお、市場販売目的の

ソフトウェアは見込販売

有効期間に基づく償却方

法を、また、自社利用の

ソフトウェアは見込利用

可能期間(５年)に基づく

定額法を採用している。 

 在外連結子会社は、主

として定額法を採用して

いる。 

②無形固定資産 

…同左 

②無形固定資産 

…同左 
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前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 
項   目 自 平成 13 年４月 １日 

至 平成 13 年９月 30 日 

自 平成 14 年４月 １日 

至 平成 14 年９月 30 日 

自 平成 13 年４月 １日 

至 平成 14 年３月 31 日 

 (ハ)重要な引当金の計上

基準 

(ハ)重要な引当金の計上

基準 

(ハ)重要な引当金の計上

基準 

 ①貸倒引当金 

…売上債権、貸付金等の

貸倒損失に備えるため、

当社及び国内連結子会社

は、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能

性を検討し、回収不能見

込額を計上している。在

外連結子会社は、主とし

て特定の債権について、

その回収可能性を検討し

て計上している。 

①貸倒引当金 

…同左 

①貸倒引当金 

…同左 

 ②退職給付引当金 

…当社及び連結子会社

は、従業員の退職給付に

備えるため、当連結会計

年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込

額に基づき、当中間連結

会計期間末において発生

していると認められる額

を計上している。 

  なお、会計基準変更時

差異については、適用初

年度に一括して費用処理

している連結子会社を除

き、15 年による按分額を

費用処理している。 

  数理計算上の差異は、

各連結会計年度の発生時

における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の

年数（14年）による定額

法により按分した額をそ

れぞれ発生の翌連結会計

年度から費用処理するこ

ととしている。 

②退職給付引当金 

…当社及び連結子会社

は、従業員の退職給付に

備えるため、当連結会計

年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込

額に基づき、当中間連結

会計期間末において発生

していると認められる額

を計上している。 

  なお、会計基準変更時

差異については、適用初

年度に一括して費用処理

している連結子会社を除

き、15 年による按分額を

費用処理している。 

 過去勤務債務は、その

発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の

年数（14 年）による定額

法により費用処理してい

る。 

 数理計算上の差異は、

各連結会計年度の発生時

における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の

年数（14年）による定額

法により按分した額をそ

れぞれ発生の翌連結会計

年度から費用処理するこ

ととしている。 

②退職給付引当金 

…当社及び連結子会社

は、従業員の退職給付に

備えるため、当連結会計

年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込

額に基づき、当連結会計

年度末において発生して

いると認められる額を計

上している。 

 なお、会計基準変更時

差異については、適用初

年度に一括して費用処理

している連結子会社を除

き、15 年による按分額を

費用処理している。 

 過去勤務債務は、その

発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の

年数（14 年）による定額

法により費用処理してい

る。 

 数理計算上の差異は、

各連結会計年度の発生時

における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の

年数（14 年）による定額

法により按分した額をそ

れぞれ発生の翌連結会計

年度から費用処理するこ

ととしている。 

 



－   － 27 

 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 
項   目 自 平成 13 年４月 １日 

至 平成 13 年９月 30 日 

自 平成 14 年４月 １日 

至 平成 14 年９月 30 日 

自 平成 13 年４月 １日 

至 平成 14 年３月 31 日 

 ③役員退職慰労引当金 

…当社及び連結子会社

は、役員の退職慰労金の

支出に備えて、内規に基

づく中間期末要支給額を

計上している。 

③役員退職慰労引当金 

…同左 

③役員退職慰労引当金 

…当社及び連結子会社

は、役員の退職慰労金の

支出に備えて、内規に基

づく期末要支給額を計上

している。 

 (ニ)重要なリース取引の

処理方法 

…当社及び国内連結子会

社は、リース物件の所有

権が借主に移転すると認

められるもの以外のファ

イナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借

取引に準じた会計処理に

よっており、在外連結子

会社は、主として通常の

売買取引に準じた会計処

理によっている。 

 

(ニ)重要なリース取引の

処理方法 

…同左 

(ニ)重要なリース取引の

処理方法 

…同左 

 (ホ)重要なヘッジ会計の

方法 

(ホ)重要なヘッジ会計の

方法 

(ホ)重要なヘッジ会計の

方法 

 ①ヘッジ会計の方法 

…繰延ヘッジを採用して

いる。なお、為替予約取

引については振当処理の

要件を満たしている場合

は振当処理を、金利スワ

ップ取引については特例

処理の要件を満たしてい

る場合は特例処理を採用

している。 

①ヘッジ会計の方法 

…同左 

①ヘッジ会計の方法 

…同左 

 ②ヘッジ手段とヘッジ対

象 

…外貨建債権債務の為替

レート変動をヘッジする

ため為替予約取引を利用

している。また、変動金

利支払いの短期借入金、

長期借入金及び社債につ

いて将来の取引市場での

金利変動リスクをヘッジ

するため金利スワップ取

引を利用している。 

 

②ヘッジ手段とヘッジ対

象 

…同左 

②ヘッジ手段とヘッジ対

象 

…同左 
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前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 
項   目 自 平成 13 年４月 １日 

至 平成 13 年９月 30 日 

自 平成 14 年４月 １日 

至 平成 14 年９月 30 日 

自 平成 13 年４月 １日 

至 平成 14 年３月 31 日 

 ③ヘッジ方針 

…相場変動リスクにさら

されている債権債務に係

るリスクを回避する目的

で、デリバティブ取引を利

用することとしている。 

③ヘッジ方針 

…同左 

 

 

③ヘッジ方針 

…同左 

 

 

 ④ヘッジ有効性評価の方

法 

…ヘッジ開始時から有効

性判定時点までの期間に

おいて、ヘッジ対象及びヘ

ッジ手段それぞれの相場

変動又はキャッシュ・フ

ロー変動を比較し、両者の

変動額等を基礎として判

断している。 

 

④ヘッジ有効性評価の方

法 

…同左 

④ヘッジ有効性評価の方

法 

…同左 

 (ヘ)その他中間連結財務

諸表作成のための重

要な事項 

消費税等の会計処理 

…消費税及び地方消費税

の会計処理は税抜方式に

よっている。 

 

(ヘ)その他中間連結財務

諸表作成のための重

要な事項 

消費税等の会計処理 

…同左 

 

(ヘ)その他連結財務諸表

作成のための重要な

事項 

消費税等の会計処理 

…同左 

５．中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

（連結キャッシュ・

フロー計算書）にお

ける資金の範囲 

  中間連結キャッシュ・

フロー計算書における資

金（現金及び現金同等物）

は、手許現金、随時引き出

し可能な預金及び容易に

換金可能であり、かつ、価

値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還

期限の到来する短期投資

からなる。 

 

同左   連結キャッシュ・フ

ロー計算書における資

金（現金及び現金同等

物）は、手許現金、随時

引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクし

か負わない取得日から

３ヶ月以内に償還期限

の到来する短期投資か

らなる。 

 



 －29－ 

表示方法の変更 

前中間連結会計期間 

自 平成 13 年４月 １日 

至 平成 13 年９月 30 日 

当中間連結会計期間 

自 平成 14 年４月 １日 

至 平成 14 年９月 30 日 

（中間連結貸借対照表関係） 

１．前中間連結会計期間において区分掲記していた

固定負債の「長期繰延税金負債」（当中間連結会

計期間末3百万円）は、当中間連結会計期間にお

いては「その他の固定負債」に含めて表示してい

る。 

 

（中間連結貸借対照表関係） 

― 

 

２．前中間連結会計期間において区分掲記していた

流動負債の「１年内に償還予定の社債」（当中間

連結会計期間末22,600百万円）は、当中間連結会

計期間においては「その他の流動負債」に含めて

表示している。 

 

― 

（中間連結損益計算書関係） 

― 

 

（中間連結損益計算書関係） 

当中間連結会計期間より「固定資産売却益」を

区分掲記することとした。なお、前中間連結会計

期間は「雑収入」に155百万円含めて表示してい

る。 

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

当中間連結会計期間より「未払費用の増減額」

を区分掲記することとした。なお、前中間連結会

計期間は、営業活動によるキャッシュ・フローの

｢その他｣に△347百万円（減少額）含めて表示し

ている。 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

１. 前中間連結会計期間において区分掲記してい

た投資活動によるキャッシュ・フローの｢定期預

金の純減少額｣（当中間連結会計期間11百万円） 

は、当中間連結会計期間より投資活動によるキャ

ッシュ・フローの｢その他｣に含めて表示してい

る。 

 

― ２. 当中間連結会計期間より「有形固定資産の売却

による収入」を区分掲記することとした。なお、

前中間連結会計期間は、投資活動によるキャッシ

ュ・フローの｢その他｣に192百万円含めて表示し

ている。 

 

― ３. 前中間連結会計期間において区分掲記してい

た財務活動によるキャッシュ・フローの｢配当金

の支払額｣（当中間連結会計期間△2百万円）は、

当中間連結会計期間より財務活動によるキャッ 

シュ・フローの｢その他｣に含めて表示している。 
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追加情報 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 
自 平成 13 年４月 １日 

至 平成 13 年９月 30 日 

自 平成 14 年４月 １日 

至 平成 14 年９月 30 日 

自 平成 13 年４月 １日 

至 平成 14 年３月 31 日 

― 

 

（自己株式及び法定準備金取崩

等会計） 

  当中間連結会計期間から「自

己株式及び法定準備金の取崩等

に関する会計基準」（企業会計基

準第1号）を適用している。これ

による当中間連結会計期間の損

益に与える影響は軽微である。 

  なお、中間連結財務諸表規則

の改正により、当中間連結会計

期間における中間連結貸借対照

表の資本の部及び中間連結剰余

金計算書については、改正後の

中間連結財務諸表規則により作

成している。 

 

― 
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注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 前連結会計年度末 

（平成 13 年９月 30 日） （平成 14 年９月 30 日） （平成 14 年３月 31 日） 

※１ 下記の資産については長期借

入金等の担保に供している。 

有形固定資産  2,593 百万円 

※１ 下記の資産については長期借

入金の担保に供している。 

有形固定資産  1,939 百万円 

※１ 下記の資産については長期借

入金等の担保に供している。 

有形固定資産  2,217 百万円 

※２ このうち、有価証券の消費貸

借契約に基づく貸付が 6,002 百万 

円含まれている。 

※２このうち、有価証券の消費貸借

契約に基づく貸付が 6,309百万円 

含まれている。 

 

※２ このうち、有価証券の消費貸

借契約に基づく貸付が 7,045 百万 

円含まれている。 

３ 保証債務 

  当社従業員及び連結会社以外の

会社の金融機関からの借入等に対

し、債務保証を行っている。 

３ 保証債務 

当社従業員及び連結会社以外の

会社の金融機関からの借入等に対

し、債務保証を行っている。 

３ 保証債務 

  当社従業員及び連結会社以外の

会社の金融機関からの借入等に対

し、債務保証を行っている。 
    百万円      百万円      百万円  

 従業員（住宅融資借入金） 4,823   従業員（住宅融資借入金） 4,088   従業員（住宅融資借入金） 4,394  

 沖デベロップメント㈱ 1,869   沖デベロップメント㈱ 1,501   沖デベロップメント㈱ 1,685  

 その他３件 752   その他２件 382   その他３件 559  

 計 7,445   計 5,972   計 6,639  

              

４ 

受取手形割引高      359百万円 

受取手形裏書譲渡高   10 

４ 

受取手形割引高      423百万円 

受取手形裏書譲渡高   19 

４ 

受取手形割引高     474百万円 

受取手形裏書譲渡高  23 

※５ 中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理については、手形交換

日をもって決済処理している。 

  なお、当中間連結会計期間の末日

は金融機関の休日であったため、次

の満期手形が中間連結会計期間末

残高に含まれている。 

受取手形   2,158百万円 

― 

 

※５ 連結会計年度末日満期手形の

会計処理については、手形交換日を

もって決済処理している。 

 なお、当連結会計年度の末日は金

融機関の休日であったため、次の満

期手形が連結会計年度末残高に含

まれている。 

受取手形  1,152百万円 

６社債の信託型デット・アサンプ

ション（債務履行引受契約）に係る

偶発債務 

2001年満期ユーロ円建普通社債  

5,000百万円 

2002年満期ユーロ円建普通社債  

5,000百万円 

― 

 

― 
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前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 前連結会計年度末 

(平成 13 年９月 30 日) (平成 14 年９月 30 日) (平成 14 年３月 31 日) 

７ 当座貸越契約及びコミットメン

トライン契約等に係る未使用借入 

枠は 84,470 百万円である。これら 

のうち 30,000 百万円は提出会社の

コミットメントライン契約に係る 

ものであり、金融機関より随時借入

を行うことができる。この借入枠の

設定・維持のために、コミットメン

トフィーを支払っている。 

７ 当社及び連結子会社の一部にお

いては、運転資金の効率的な調達を

行うため取引銀行等と当座貸越契

約及び貸出コミットメント契約を

締結している。 

  当中間連結会計期間末における

当座貸越契約及び貸出コミットメ

ントに係る借入未実行残高等は次

のとおりである。 

 

７ 当社及び連結子会社の一部にお

いては、運転資金の効率的な調達を

行うため取引銀行等と当座貸越契

約及び貸出コミットメント契約を

締結している。 

  当連結会計年度末における当座

貸越契約及び貸出コミットメント

に係る借入未実行残高等は次のと

おりである。 

    当座貸越極度額及び貸出コミット   当座貸越極度額及び貸出コミット  

    メントの総額 215,030 百万円   メントの総額 213,995 百万円  

    借入実行残高 103,003    借入実行残高 98,760   

    差引額 112,026    差引額 115,235   
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（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
自 平成 13 年４月 １日 
至 平成 13 年９月 30 日 

当中間連結会計期間 
自 平成 14 年４月 １日 
至 平成 14 年９月 30 日 

前連結会計年度 
自 平成 13 年４月 １日 
至 平成 14 年３月 31 日 

※１ 販売費及び一般管理費のう
ち主要な費目及び金額は、次のと
おりである。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち
主要な費目及び金額は、次のとおり
である。 

※１ 販売費及び一般管理費のう
ち主要な費目及び金額は、次のと
おりである。 

給料賃金 20,100百万円 給料賃金 19,477百万円 給料賃金    39,591 百万円 

退職給付費用 3,499  退職給付費用 4,368  退職給付費用 6,343  

研究開発費 7,684  研究開発費 7,210  研究開発費 18,444  

手数料 7,684  手数料 7,778  手数料 15,528  

       

※２ 国内、英国及び米国の一部
連結子会社の事業再編に伴って
発生したものである。 

※２ 当社並びに国内、英国及び米

国の一部連結子会社の事業再編に

伴って発生したものである。なお、

その内容は次のとおりである。 

※２ 当社並びに国内、英国及び米

国の一部連結子会社の事業再編に

伴って発生したものである。なお、

その内容は次のとおりである。 

 特別退職金 2,312 百万円 特別退職金 6,012 百万円 

 事業収束に伴
うたな卸資産
処分損等 
 

159  事業収束に伴
うたな卸資産
処分損等 

1,613  

－ ※３ 固定資産処分損の内訳は、次
のとおりである。 

※３ 固定資産処分損の内訳は、次
のとおりである。 

    機械装置及び運

搬具 

98 百万円  機械装置及び運

搬具 

1,126 百万円 

    工具器具備品 91   工具器具備品 879  

    その他 94   その他 166  

    計 284   計 2,172  
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（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 

自 平成13年４月１日 

至 平成13年９月30日 

当中間連結会計期間 

自 平成14年４月１日 

至 平成14年９月30日 

前連結会計年度 

自 平成13年４月１日 

至 平成14年３月31日 

※1 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

※1 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

※1 現金及び現金同等物の期末

残高と連結貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

(平成13年9月30日現在)  (平成14年9月30日現在)  (平成14年3月31日現在)  

現金及び預金勘定 
 

28,432 百万円  現金及び預金勘定 24,398 百万円  現金及び預金勘定 42,455 百万円 

預入期間が3ヶ
月を超える定期
預金 
 

△ 111 
 
 

  －  
 
 

  預入期間が3ヶ
月を超える定期
預金 

△  11 
 
 

 

取得日から3ヶ
月以内に償還期
限の到来する短
期投資（有価証
券） 
 

取得日から3ヶ
月以内に償還期
限の到来する短
期投資（有価証
券） 

取得日から3ヶ
月以内に償還期
限の到来する短
期投資（有価証
券） 

1,000 
 
 
 
 

－ 

1,430 
 
 
 
 

  

－ 

1,100 
 
 
 
 

  

取得日から3ヶ
月以内に償還期
限の到来する短
期投資（その他
流動資産） 

2,000 
 
 
 
 

 

 現金及び現金同
等物 

29,751 
 
  現金及び現金同

等物 
25,499 

 
  現金及び現金同
等物 

45,445 
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(リース取引関係) 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 
自 平成 13 年４月 １日 

至 平成 13 年９月 30 日 

自 平成 14 年４月 １日 

至 平成 14 年９月 30 日 

自 平成 13 年４月 １日 

至 平成 14 年３月 31 日 

 

１．リース物件の所有権が借主に移転する 

と認められるもの以外のファイナンス・
リース取引 

(１)リース物件の取得価額相当額、減価償 

却累計額相当額及び中間期末残高相当額 

 

１．リース物件の所有権が借主に移転する 

と認められるもの以外のファイナンス・
リース取引 

(１)リース物件の取得価額相当額、減価償 

却累計額相当額及び中間期末残高相当額 

 

１．リース物件の所有権が借主に移転する 

と認められるもの以外のファイナンス・
リース取引 

(１)リース物件の取得価額相当額、減価償 

却累計額相当額及び期末残高相当額 

                  

  
取得価額 

相 当 額 

減価償却 

累 計 額 

相 当 額 

中    間 

期末残高 

相 当 額 

   
取得価額 

相 当 額 

減価償却 

累 計 額 

相 当 額 

中    間 

期末残高 

相 当 額 

   
取得価額 

相 当 額 

減価償却 

累 計 額 

相 当 額 

期末残高 

相 当 額 

 

  
百万円 百万円 百万円

   
百万円 百万円 百万円

   
百万円 百万円 百万円

 

 
機械装置

及び 

運 搬 具 

10,561 5,348 5,212   
機械装置

及び 

運 搬 具 

9,780 6,383 3,397   
機械装置

及び 

運 搬 具 

10,508 6,162 4,346  

 
工具器具

備  品 
4,263 2,633 1,629   

工具器具

備  品 
4,102 1,965 2,137   

工具器具

備  品 
4,005 2,290 1,714  

 そ の 他 616 112 503   そ の 他 895 309 586   そ の 他 669 210 458  

 合  計 15,440 8,094 7,346   合  計 14,779 8,658 6,121   合  計 15,183 8,663 6,520  

                 
 

(注)取得価額相当額は、未経過リース料 

中間期末残高が有形固定資産の中間期

末残高等に占める割合が低いため、支 
払利子込み法により算定している。 

  同  左 (注)取得価額相当額は、未経過リース料 

期末残高が有形固定資産の期末残高等

に占める割合が低いため、支払利子込 
み法により算定している。 

 

(２)未経過リース料中間期末残高相当額 

 

(２)未経過リース料中間期末残高相当額 

 

(２)未経過リース料期末残高相当額 

  １ 年 内 3,022 百万円    １ 年 内 2,749 百万円    １ 年 内 2,809 百万円  

  １ 年 超 4,323     １ 年 超 3,371     １ 年 超 3,710   

  合    計 7,346     合    計 6,121     合    計 6,520   

  (注)未経過リース料中間期末残高相当額

は、未経過リース料中間期末残高が有 

形固定資産の中間期末残高等に占める
割合が低いため、支払利子込み法によ 

り算定している。 

  同  左  (注)未経過リース料期末残高相当額は、 

未経過リース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合が低いた
め、支払利子込み法により算定してい

る。 

 

(３)支払リース料等 

 

(３)支払リース料等 

 

(３)支払リース料等 

① 支払リース料 1,652 百万円 ① 支払リース料 1,549 百万円 ① 支払リース料 3,520 百万円 

② 
減価償却費 

相 当 額 
1,652  ② 

減価償却費 

相 当 額 
1,549  ② 

減価償却費 

相 当 額 
3,520  

 

(４)減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を 

零とする定額法によっている。 

 

(４)減価償却費相当額の算定方法 

  同   左 

 

(４)減価償却費相当額の算定方法 

  同   左 

 

２．オペレーティング・リース取引 
  未経過リース料 

 

２．オペレーティング・リース取引 
  未経過リース料 

 

２．オペレーティング・リース取引 
  未経過リース料 

  １ 年 内 24 百万円    １ 年 内 2,160 百万円    １ 年 内 25 百万円  

  １ 年 超 46     １ 年 超 4,798     １ 年 超 47   

  合    計 70     合    計 6,959     合    計 72   
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(有価証券関係) 

有   価   証   券 

 

Ⅰ 前中間連結会計期間末（平成 13年９月 30日） 

 

．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 

 

中間連結貸借 

対照表計上額 

（百万円） 

時   価 

（百万円） 

差   額 

（百万円） 

非上場外国債券 2,130 2,119 △ 10 

合  計 2,130 2,119 △ 10 

 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

 
取得原価 

（百万円） 

中間連結貸借 

対照表計上額 

（百万円） 

差   額 

（百万円） 

株     式 27,395 34,701 7,305 

債     券 150 150 － 

そ  の  他 414 417 3 

合  計 27,960 35,269 7,309 

（注）当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のある株式について 13,780百万円の減損

処理を行っている。なお、当該株式の減損処理にあたっては、当該株式発行会社の株価推移・業績推

移等により、価格回復の可能性を総合的に検討している。 

 

３．時価評価されていない有価証券 

 

 中間連結貸借対照表計上額 

（百万円） 

その他有価証券  

中期国債ファンド 100 

マネー・マネージメント・ファンド 1,330 

非上場株式 10,222 
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Ⅱ 当中間連結会計期間末（平成 14年９月 30日） 

 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 

 

中間連結貸借 

対照表計上額 

（百万円） 

時   価 

（百万円） 

差   額 

（百万円） 

非上場外国債券 1,130 1,064 △ 65 

合  計 1,130 1,064 △ 65 

 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

 
取得原価 

（百万円） 

中間連結貸借 

対照表計上額 

（百万円） 

差   額 

（百万円） 

株     式 21,743 24,590 2,846 

債     券 39 39 － 

そ  の  他 454 457 2 

合  計 22,237 25,086 2,848 

（注）当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のある株式について 442 百万円の減損処

理を行っている。なお、当該株式の減損処理にあたっては、当該株式発行会社の株価推移・業績推移

等により、価格回復の可能性を総合的に検討している。 

 

３．時価評価されていない有価証券 

 

 中間連結貸借対照表計上額 

（百万円） 

その他有価証券  

中期国債ファンド 100 

マネー・マネージメント・ファンド 1,000 

非上場株式 11,879 
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Ⅲ 前連結会計年度末（平成 14 年３月 31 日） 

 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 

 

連結貸借対照表

計上額 

（百万円） 

時   価 

(百万円) 

差   額 

（百万円） 

非上場外国債券 1,130 1,069 △ 60 

合  計 1,130 1,069 △ 60 

 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

 
取得原価 

（百万円） 

連結貸借対照表

計上額 

（百万円） 

差   額 

（百万円） 

株     式 21,816 25,640 3,823 

債     券 39 39 － 

そ  の  他 416 415 △ 1 

合  計 22,272 26,095 3,822 

(注)当連結会計年度において、時価のある株式について 16,770 百万円の減損処理を行っている。なお、

当該株式の減損処理にあたっては、当該株式発行会社の株価推移・業績推移等により、価格回復の可

能性を総合的に検討し判断している。 

３．時価評価されていない有価証券 

 

 連結貸借対照表計上額 

（百万円） 

その他有価証券  

中期国債ファンド 100 

マネー・マネージメント・ファンド 900 

非上場株式 10,838 
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(デリバティブ取引関係) 

当社グループ（当社及び連結子会社）は、前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計

年度のいずれにおいてもヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引のみのため、該当事項はない。 
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(セグメント情報) 

１．事業の種類別セグメント情報 

 

前中間連結会計期間（自 平成 13年４月１日  至 平成 13年９月 30日） 

情報 通信 
電子デバ

イス 
その他 計 

消去又は

全社 
連結 

 

(百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) 

売上高       

 (1)外部顧客に対する売

上高 

153,750 54,340 66,355 15,560 290,006 － 290,006 

 (2)セグメント間の内部

売上高又は振替高 

6,835 1,853 8,286 15,370 32,345 ( 32,345) － 

計  160,586 56,193 74,642 30,930 322,352 ( 32,345) 290,006 

営業費用 157,737 58,788 68,618 31,082 316,228 ( 27,133) 289,095 

営業利益 2,848 △ 2,595 6,023 △   152 6,124 (  5,212) 911 

 

当中間連結会計期間（自 平成 14年４月１日  至 平成 14年９月 30日） 

情報 通信 
電子デバ

イス 
その他 計 

消去又は

全社 
連結 

 

(百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) 

売上高       

 (1)外部顧客に対する売

上高 

134,390 37,788 58,518 19,937 250,635 － 250,635 

 (2)セグメント間の内部

売上高又は振替高 

4,592 2,765 2,630 13,355 23,343 ( 23,343) － 

計  138,982 40,554 61,148 33,293 273,978 ( 23,343) 250,635 

営業費用 135,469 47,663 62,841 33,541 279,515 ( 18,318) 261,196 

営業利益 3,512 △ 7,109 △ 1,693 △   247 △ 5,537 (  5,024) △10,561 

 

前連結会計年度（自 平成 13 年４月１日  至 平成 14年３月 31 日） 

情報 通信 
電子デバ

イス 
その他 計 

消去又は

全社 
連結 

 

(百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) 

売上高       

 (1)外部顧客に対する売

上高 

337,752 117,972 113,642 35,204 604,572 － 604,572 

 (2)セグメント間の内部

売上高又は振替高 

13,058 4,246 11,240 34,277 62,822 ( 62,822) － 

計  350,811 122,218 124,882 69,481 667,395 ( 62,822) 604,572 

営業費用 347,891 131,585 136,741 68,708 684,926 ( 53,106) 631,819 

営業利益 2,919 △9,366 △11,858 773 △17,531 (  9,715) △27,247 
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(注) １．事業区分は製品・サービスの種類及び販売方法等の類似性を考慮して区分している。 

（事業区分の方法の変更） 

当中間連結会計期間において、当社は当社グループの新たな中期経営計画に向けて経営組織

の再編を行った。これに伴い、当社グループの事業内容の実態をより的確に表示するために事

業区分を見直し、従来「通信」に含めて表示していた防災システム等を「情報」に、「情報」

に含めて表示していた電子機器製造受託を「その他」にそれぞれ含めて表示している。 

この結果、従来の方法に比較して当中間連結会計期間の売上高は「情報」が 675百万円（う

ち外部顧客に対する売上高は 625百万円）減少し、「通信」が 2,669 百万円（うち外部顧客に

対する売上高は 2,632 百万円）減少し、「その他」が 3,343百万円（うち外部顧客に対する売

上高は 3,257百万円）増加し、「消去又は全社」が 1百万円減少している。営業利益は「情報」

が 510百万円減少し、「通信」が 542百万円増加し、「その他」が 31 百万円減少している。 

なお、前中間連結会計期間および前連結会計年度のセグメント情報を当中間連結会計期間に

おいて用いた事業区分の方法により区分すると次のようになる。 

 

前中間連結会計期間（自 平成 13年４月１日  至 平成 13年９月 30日） 

情報 通信 
電子デバ

イス 
その他 計 

消去又は

全社 
連結 

 

(百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) 

売上高       

 (1)外部顧客に対する売

上高 

153,889 52,024 66,355 17,737 290,006 － 290,006 

 (2)セグメント間の内部

売上高又は振替高 

6,836 1,851 8,286 15,370 32,345 ( 32,345) － 

計  160,725 53,876 74,642 33,107 322,351 ( 32,345) 290,006 

営業費用 158,478 55,769 68,618 33,360 316,227 ( 27,132) 289,095 

営業利益 2,247 △ 1,892 6,023 △  253 6,124 (  5,212) 911 

 

前連結会計年度（自 平成 13 年４月１日  至 平成 14年３月 31 日） 

情報 通信 
電子デバ

イス 
その他 計 

消去又は

全社 
連結 

 

(百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) 

売上高       

 (1)外部顧客に対する売

上高 

347,429 103,219 113,642 40,281 604,572 － 604,572 

 (2)セグメント間の内部

売上高又は振替高 

13,041 4,233 11,240 34,282 62,798 ( 62,798) － 

計  360,470 107,453 124,882 74,563 667,370 ( 62,798) 604,572 

営業費用 357,352 117,017 136,741 73,791 684,902 ( 53,082) 631,819 

営業利益 3,118 △ 9,564 △11,858 772 △17,531 ( 9,715) △27,247 
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     ２. 各事業の主な製品 

(1)情報     … データ処理装置、制御装置 

(2)通信     … 交換装置、伝送・無線装置、情報通信装置、 

ネットワークサービス 

(3)電子デバイス … 集積回路、電子部品 

(4)その他    … 電気・通信工事 

     ３. 営業費用のうち、「消去又は全社」の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、前中間

連結会計期間 5,454 百万円、当中間連結会計期間 5,056 百万円、前連結会計年度 10,351

百万円であり、その主なものは、提出会社の一般管理部門にかかる費用及び共通的な研究

開発費である。 
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２．所在地別セグメント情報 

前中間連結会計期間（自 平成 13年４月１日  至 平成 13年９月 30日） 

日本 北米 
その他 

の地域 
計 消去 連結 

 

(百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) 

売上高    

 (1)外部顧客に対する売上高 218,271 35,770 35,964 290,006 － 290,006 

 (2)セグメント間の内部売上高 45,502 125 30,937 76,565 ( 76,565) － 

計 263,773 35,896 66,902 366,572 ( 76,565) 290,006 

営業費用 261,392 35,937 67,299 364,629 ( 75,534) 289,095 

営業利益 2,381 △   41 △  397 1,942 (  1,031) 911 

 

当中間連結会計期間（自 平成 14年４月１日  至 平成 14年９月 30日） 

日本 北米 
その他 

の地域 
計 消去 連結 

 

(百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) 

売上高    

 (1)外部顧客に対する売上高 187,734 26,086 36,814 250,635 － 250,635 

 (2)セグメント間の内部売上高 45,502 1,397 34,040 80,940 ( 80,940) － 

計 233,237 27,483 70,854 331,575 ( 80,940) 250,635 

営業費用 244,815 27,771 70,053 342,640 ( 81,443) 261,196 

営業利益 △11,578 △   288 801 △11,065 ( △ 503) △10,561 

 

前連結会計年度（自 平成 13 年４月１日  至 平成 14年３月 31 日） 

日本 北米 
その他 

の地域 
計 消去 連結 

 

(百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) 

売上高    

 (1)外部顧客に対する売上高 460,607 66,751 77,213 604,572 － 604,572 

 (2)セグメント間の内部売上高 86,022 916 66,739 153,678 (153,678) － 

計 546,629 67,667 143,953 758,250 (153,678) 604,572 

営業費用 574,989 68,401 142,900 786,290 (154,470) 631,819 

営業利益 △28,359 △   733 1,052 △28,039 ( △ 792) △27,247 

（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。 

２．日本以外の区分に属する主な国又は地域 

(1)北米  …  米国 

(2)その他の地域  …  イギリス、ドイツ、タイ 
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３．海外売上高 

 

前中間連結会計期間（自 平成 13年４月１日  至 平成 13年９月 30日） 

 北米 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高 (百万円) 38,098 45,363  83,461 

Ⅱ 連結売上高 (百万円)  290,006 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合(％) 13.1 15.6 28.8 

 

当中間連結会計期間（自 平成 14年４月１日  至 平成 14年９月 30日） 

 北米 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高 (百万円) 25,085 45,388  70,473 

Ⅱ 連結売上高 (百万円)  250,635 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合(％) 10.0 18.1 28.1 

 

前連結会計年度（自 平成 13 年４月１日  至 平成 14年３月 31 日） 

 北米 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高 (百万円) 69,415 94,107 163,523 

Ⅱ 連結売上高 (百万円)  604,572 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合(％) 11.5 15.6 27.0 

（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。 

２．各区分に属する主な国又は地域 

(1)北米  …  米国 

(2)その他の地域  …  イギリス、ドイツ 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。 



 －45－ 

(１株当たり情報) 

前中間連結会計期間 

自 平成13年４月１日 

至 平成13年９月30日 

当中間連結会計期間 

自 平成14年４月１日 

至 平成14年９月30日 

前連結会計年度 

自 平成13年４月１日 

至 平成14年３月31日 

１株当たり純資産額 218.64円 １株当たり純資産額 158.55円 １株当たり純資産額 178.15円

１株当たり中間純損失 15.82円 １株当たり中間純損失 18.81円 １株当たり当期純損失 55.66円

潜在株式調整後1株当たりの中

間純利益金額については、1株当た

り中間純損失が計上されているた

め記載していない。 

潜在株式調整後1株当たりの中

間純利益金額については、1株当た

り中間純損失が計上されているた

め記載していない。 

(追加情報) 

当中間連結会計期間から「１株

当たり当期純利益に関する会計基

準」(企業会計基準第2号)及び「１

株当たり当期純利益に関する会計

基準の適用指針」(企業会計基準適

用指針第4号)を適用している。 

なお、同会計基準及び適用指針

を前中間連結会計期間及び前連結

会計年度に適用して算定した場合

の1株当たり情報については、それ

ぞれ以下のとおりとなる。 

前中間連結会計

期間 

前連結会計年

度 

1株当たり純資

産額 

218.66円 

 

1株当たり中間

純損失 

15.82円 

 

潜在株式調整後

1株当たりの中

間(当期)純利益

金額について

は、1株当たり中

間(当期)純損失

が計上されてい

るため記載して

いない。 

1株当たり純資

産額 

178.17円 

 

1株当たり当期

純損失 

55.66円 

 

同左 

 

 

 

 

 

 

潜在株式調整後1株当たりの当

期純利益金額については、1株当た

り当期純損失が計上されているた

め記載していない。 
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(注) 1株当たり中間(当期)純損失金額の算定上の基礎は、以下の通りである。 

     (百万円) 

 前中間連結会計期間 

自 平成13年４月１日 

至 平成13年９月30日 

当中間連結会計期間 

自 平成14年４月１日 

至 平成14年９月30日 

前連結会計年度 

自 平成13年４月１日 

至 平成14年３月31日 

中間(当期)純損失 － △11,515 － 

普通株主に帰属しない金額 －  － － 

普通株式に係る中間(当期)純損失 － △11,515 － 

期中平均株式数(千株) － 612,111 － 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後1株当たり中間(当期)純利益の算定

に含めなかった潜在株式の概要 

－ 第17回沖電気工業無担

保転換社債(額面総額 

32,188百万円)及び、新

株引受権2種類、新株予

約権1種類。(詳細は「新

株予約権等の状況」に記

載のとおり。) 

－ 

 

 

 

(重要な後発事象) 

前中間連結会計期間 

自 平成13年４月１日 

至 平成13年９月30日 

当中間連結会計期間 

自 平成14年４月１日 

至 平成14年９月30日 

前連結会計年度 

自 平成13年４月１日 

至 平成14年３月31日 

記載すべき事項はない。 同左 同左 

 

 

（２）【その他】 

該当事項はない。 
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２【中間財務諸表等】 

(1)【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

                                        

  前中間会計期間末 当中間会計期間末 
前事業年度の 

要約貸借対照表 

  (平成 13 年 9 月 30 日) (平成 14 年 9 月 30 日) (平成 14 年 3 月 31 日) 

区  分 
注記 

番号 

金   額 

(百万円) 

構成比 

(％) 

金   額 

(百万円) 

構成比 

(％) 

金   額 

(百万円) 

構成比 

(％) 

(資産の部)        

Ⅰ 流動資産        

 １．現金及び預金  11,091  3,440  22,014  

 ２．受取手形 ※５ 5,294  2,122  3,984  

 ３．売掛金  102,759  82,729  96,506  

 ４．有価証券  1,000  －  －  

 ５．たな卸資産  103,436  93,541  89,359  

 ６．短期貸付金  42,671  39,467  49,702  

 ７．その他  24,985  26,391  29,200  

 ８．貸倒引当金  △     61  △     61  △  1,895  

  流動資産合計  291,177 51.9 247,632 48.9 288,872 52.0 

Ⅱ 固定資産        

 １．有形固定資産        

  (1) 建物  39,923  37,599  38,760  

  (2) 機械及び装置  48,425  32,616  44,454  

  (3) その他  39,773  37,064  37,598  

   有形固定資産合計 ※１ 128,121  107,280  120,813  

 ２．無形固定資産  18,916  15,117  18,034  

 ３．投資その他の資産        

  (1) 投資有価証券 ※２ 45,519  36,959  37,076  

  (2) 関係会社株式  56,585  41,267  41,359  

  (3) 長期繰延税金資産  －  36,557  31,373  

  (4) その他  23,246  26,822  20,177  

  (5) 貸倒引当金  △  2,339  △  4,729  △  2,663  

     投資その他の資産合計  123,012  136,877  127,324  

  固定資産合計  270,050 48.1 259,274 51.1 266,172 48.0 

  資産合計  561,228 100.0 506,906 100.0 555,045 100.0 
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  前中間会計期間末 当中間会計期間末 
前事業年度の 

要約貸借対照表 

  (平成 13 年 9 月 30 日) (平成 14 年 9 月 30 日) (平成 14 年 3 月 31 日) 

区  分 
注記 

番号 

金   額 

(百万円) 

構成比 

(％) 

金   額 

(百万円) 

構成比 

(％) 

金   額 

(百万円) 

構成比 

(％) 

(負債の部)        

Ⅰ 流動負債        

 １．支払手形  858  419  609  

 ２．買掛金  62,972  53,277  86,672  

 ３．短期借入金  86,373  82,233  74,515  

 ４．その他  74,046  44,827  59,097  

  流動負債合計  224,251 40.0 180,757 35.7 220,895 39.8 

Ⅱ 固定負債        

 １．社債  62,889  54,500  62,389  

 ２．転換社債  32,188  32,188  32,188  

 ３．長期借入金  48,251  96,434  89,039  

 ４．退職給付引当金  18,996  17,549  14,556  

 ５．役員退職慰労引当金  481  480  534  

 ６．その他  6,662  6,212  6,551  

  固定負債合計  169,470 30.2 207,366 40.9 205,258 37.0 

   負債合計  393,721 70.2 388,123 76.6 426,153 76.8 
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  前中間会計期間末 当中間会計期間末 
前事業年度の 

要約貸借対照表 

  (平成 13 年 9 月 30 日) (平成 14 年 9 月 30 日) (平成 14 年 3 月 31 日) 

区  分 
注記 

番号 

金   額 

(百万円) 

構成比 

(％) 

金   額 

(百万円) 

構成比 

(％) 

金   額 

(百万円) 

構成比 

(％) 

(資本の部)        

Ⅰ 資本金  67,862 12.1 －  67,862 12.2 

Ⅱ 資本準備金  71,150 12.7 －  71,150 12.8 

Ⅲ 利益準備金  7,326 1.3 －  7,326 1.3 

Ⅳ その他の剰余金又は欠損金        

 １．任意積立金  20,122  －  20,122  

 ２．中間(当期)未処理損失  3,216  －  39,785  

  その他の剰余金合計  16,905 3.0 －  －  

  欠 損 金 合 計  －  －  19,663 △ 3.5 

Ⅴ  その他有価証券 

    評価差額金 
 4,261 0.7 －  2,229 0.4 

Ⅵ 自己株式  －  －  △   14 － 

   資本合計  167,506 29.8 －  128,891 23.2 

Ⅰ 資本金  －  67,862 13.4 －  

Ⅱ 資本剰余金        

 １．資本準備金  －  71,150  －  

  資本剰余金合計  －  71,150 14.0 －  

Ⅲ 利益剰余金        

 １．利益準備金  －  7,326  －  

 ２．任意積立金  －  19,806  －  

 ３．中間未処理損失  －  49,005  －  

  利益剰余金合計  －  △  21,872 △ 4.3 －  

Ⅳ  その他有価証券 

    評価差額金 
 －  1,673 0.3 －  

Ⅴ 自己株式  －  △   31 － －  

   資本合計  －  118,783 23.4 －  

   負債資本合計  561,228 100.0 506,906 100.0 555,045 100.0 
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②【中間損益計算書】 

 

前中間会計期間 当中間会計期間 
前事業年度の 

要約損益計算書 

自 平成 13 年４月 １日 自 平成 14 年４月 １日 自 平成 13 年４月 １日 
  

至 平成 13 年９月 30 日 至 平成 14 年９月 30 日 至 平成 14 年３月 31 日 

区   分 
注記

番号

金   額 

(百万円) 

百 分 

比(%) 
金   額 

(百万円) 

百 分 

比(%) 
金   額 

(百万円) 

百 分 

比(%) 

        

Ⅰ 売上高   196,413 100.0  160,700 100.0  404,390 100.0 

Ⅱ 売上原価   157,680 80.3  137,115 85.3  358,963 88.8 

   売上総利益   38,733 19.7  23,585 14.7  45,426 11.2 

Ⅲ 販売費及び一般管理費   38,174 19.4  37,338 23.2  79,799 19.7 

   営業利益 

   営業損失 

 

 
 

558 

－ 

0.3 

 
 

－ 

13,752 

 

△8.5 
 

－ 

34,372 

 

△8.5 

Ⅳ 営業外収益           

  １．受取利息  326   351   673   

  ２．有価証券利息  25   7   32   

  ３．受取配当金  1,521   1,619   1,986   

  ４．その他  917 2,790 1.4 445 2,423 1.5 1,808 4,499 1.1 

Ⅴ 営業外費用           

  １．支払利息  1,305   1,466   2,555   

  ２．社債利息  1,769   1,517   3,359   

  ３．為替差損  482   427   －   

  ４．その他  890 4,449 2.3 604 4,016 2.5 1,127 7,042 1.7 

   経常損失   1,099 △0.6  15,346 △9.5  36,915 △9.1 

Ⅵ 特別利益           

  １．投資有価証券等売却益  3,487 3,487 1.8 782 782 0.5 12,079 12,079 3.0 

Ⅶ 特別損失           

  １．固定資産処分損  －   196   1,714   

  ２．投資有価証券等評価損  14,297   617   17,734   

  ３．関係会社株式評価損  －   －   16,085   

  ４．貸倒引当金繰入額  －   327   2,172   

  ５．たな卸資産評価損  －   －   7,361   

  ６．特別退職金  － 14,297 7.3 1,227 2,368 1.5 4,437 49,506 12.3 

   税引前中間(当期)純損失   11,909 △6.1  16,932 △10.5  74,342 △18.4 

   法人税及び住民税  50   40   240   

   法人税等調整額  △ 5,469 △ 5,419 △2.8 △ 7,437 △ 7,397 △4.6 △ 31,522 △ 31,282 △7.8 

   中間(当期)純損失   6,490 △3.3  9,535 △5.9  43,059 △10.6 

   前期繰越利益 

   前期繰越損失 
  

3,274 

－ 
  

－ 

39,469 
  

3,274 

－ 
 

   中間(当期)未処理損失   3,216   49,005   39,785  
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

項   目 自 平成 13 年４月 １日 

至 平成 13 年９月 30 日 

自 平成 14 年４月 １日 

至 平成 14 年９月 30 日 

自 平成 13 年４月 １日 

至 平成 14 年３月 31 日 

１．資産の評価基準及

び評価方法 

(1)有価証券 

満期保有目的の債券 

…償却原価法 

子会社株式及び関連会社

株式 

…移動平均法に基づく原

価法 

(1)有価証券 

満期保有目的の債券 

…同左 

子会社株式及び関連会社

株式 

…同左 

 

(1)有価証券 

満期保有目的の債券 

…同左 

子会社株式及び関連会社

株式 

…同左 

 その他有価証券 

①時価のあるもの 

…中間決算日の市場価

格等に基づく時価法

（評価差額は全部資

本直入法により処理

し、売却原価は移動

平均法により算定） 

 

その他有価証券 

①時価のあるもの 

…同左 

 

 

 

 

 

 

その他有価証券 

①時価のあるもの 

…決算日の市場価格等

に基づく時価法（評

価差額は全部資本直

入法により処理し、

売却原価は移動平均

法により算定してい

る。） 

 ②時価のないもの 

…移動平均法に基づく

原価法 

 

②時価のないもの 

…同左 

②時価のないもの 

…同左 

 (2)デリバティブ 

…時価法 

 

(2)デリバティブ 

…同左 

(2)デリバティブ 

…同左 

 (3)運用目的の金銭の信託 

…時価法 

 

― (3)運用目的の金銭の信託 

…時価法 

 (4)たな卸資産 

製品、半製品 

…移動平均法に基づく原

価法 

仕掛品 

…個別法に基づく原価法 

原材料、貯蔵品 

…最終仕入原価法に基づ

く原価法 

 

(3)たな卸資産 

同左 

 

 

 

 

 

 

 

(4)たな卸資産 

同左 

 

 

 

 

 

 

 

２．固定資産の減価償

却の方法 

(1)有形固定資産 

 定率法 

（但し、平成 10年４月１

日以降取得した建物(建

物附属設備を除く)につ

いては、定額法を採用し

ている。） 

(1)有形固定資産 

 同左 

 

 

 

 

 

(1)有形固定資産 

 同左 
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前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

項   目 自 平成 13 年４月 １日 

至 平成 13 年９月 30 日 

自 平成 14 年４月 １日 

至 平成 14 年９月 30 日 

自 平成 13 年４月 １日 

至 平成 14 年３月 31 日 

 (2)無形固定資産 

市場販売目的のソフトウ

ェア 

見込販売有効期間に基

づく償却方法 

自社利用のソフトウェア 

見込利用可能期間（５

年）に基づく定額法 

その他 

定額法 

 

(2)無形固定資産 

 同左 

(2)無形固定資産 

 同左 

３．引当金の計上基準 (1)貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の

貸倒損失に備えるため、

一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を

検討し、回収不能見込額

を計上している。 

 

(1)貸倒引当金 

 同左 

(1)貸倒引当金 

 同左  

 (2)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基

づき、当中間会計期間末

において発生していると

認められる額を計上して

いる。 

なお、会計基準変更時

差異については 15 年によ

る按分額を費用処理して

いる。 

数理計算上の差異は、

各事業年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数

（14年）による定額法に

より按分した額をそれぞ

れ発生の翌事業年度から

費用処理することとして

いる。 

 

(2)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基

づき、当中間会計期間末

において発生していると

認められる額を計上して

いる。 

なお、会計基準変更時

差異については 15 年によ

る按分額を費用処理して

いる。 

過去勤務債務は、その

発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の

年数（14年）による定額

法により費用処理してい

る。 

数理計算上の差異は、

各事業年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数

（14年）による定額法に

より按分した額をそれぞ

れ発生の翌事業年度から

費用処理することとして

いる。 

(2) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基

づき、当事業年度末にお

いて発生していると認め

られる額を計上してい

る。 

なお、会計基準変更時

差異については 15 年によ

る按分額を費用処理して

いる。 

過去勤務債務は、その

発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の

年数（14年）による定額

法により費用処理してい

る。 

数理計算上の差異は、

各事業年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数

（14年）による定額法に

より按分した額をそれぞ

れ発生の翌事業年度から

費用処理することとして

いる。 
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前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

項   目 自 平成 13 年４月 １日 

至 平成 13 年９月 30 日 
自 平成 14 年４月 １日 

至 平成 14 年９月 30 日 
自 平成 13 年４月 １日 

至 平成 14 年３月 31 日 

 (3)役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支

出に備えて、内規に基づ

く中間期末要支給額を計

上している。 

(3)役員退職慰労引当金 

  同左 

(3)役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支

出に備えて、内規に基づ

く期末要支給額を計上し

ている。 

４．リース取引の処理

方法 

  リース物件の所有権が

借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナ

ンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引

に準じた会計処理によっ

ている。 

  同左   同左 

５．ヘッジ会計の方法 ①ヘッジ会計の方法 

  繰延ヘッジを採用して

いる。尚、為替予約取引

については振当処理の要

件を満たしている場合は

振当処理を、金利スワッ

プ取引については特例処

理の要件を満たしている

場合は特例処理を採用し

ている。 

①ヘッジ会計の方法 

  同左 

①ヘッジ会計の方法 

  同左 

 ②ヘッジ手段とヘッジ対

象 

  外貨建債権債務の為替

レート変動をヘッジする

ため為替予約取引を利用

している。また、変動金

利支払いの短期借入金、

長期借入金及び社債につ

いて将来の取引市場での

金利変動リスクをヘッジ

するため金利スワップ取

引を利用している。 

②ヘッジ手段とヘッジ対

象 
  同左 

②ヘッジ手段とヘッジ対

象 

  同左 

 ③ヘッジ方針 

  相場変動リスクにさら

されている債権債務に係

るリスクを回避する目的

で、デリバティブ取引を

利用することとしてい

る。 

③ヘッジ方針 

  同左 

③ヘッジ方針 

  同左 
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前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

項   目 自 平成 13 年４月 １日 

至 平成 13 年９月 30 日 

自 平成 14 年４月 １日 

至 平成 14 年９月 30 日 

自 平成 13 年４月 １日 

至 平成 14 年３月 31 日 

 ④ヘッジ有効性評価の方法 

  ヘッジ開始時から有効

性判定時点までの期間に

おいて、ヘッジ対象及び

ヘッジ手段それぞれの相

場変動又はキャッシュ・

フロー変動を比較し、両

者の変動額等を基礎とし

て判断している。 

 

④ヘッジ有効性評価の方法 
  同左 

④ヘッジ有効性評価の方

法 

  同左 

６．その他中間財務諸

表作成のための基本

となる重要な事項 

消費税等について 

 消費税及び地方消費税

の会計処理は税抜方式に

よっている。 

 

同左 同左 
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表示方法の変更 

前中間会計期間 当中間会計期間 
自 平成 13 年４月 １日 

至 平成 13 年９月 30 日 

自 平成 14 年４月 １日 

至 平成 14 年９月 30 日 

（中間貸借対照表関係） 

当中間会計期間より「１年内に償還予定の社債

及び転換社債」（当中間会計期間 22,600百万円）

を流動負債「その他」に含めて表示している。 

 

 

 

（中間損益計算書関係） 

１．前中間会計期間に営業外費用「その他」に含め

て表示していた「為替差損」を、当中間会計期間

より区分掲記している。なお、前中間会計期間の

「為替差損」の金額は、206百万円である。 

 

２．前中間会計期間に特別損失「その他」に含めて

表示していた「投資有価証券等評価損」を、当中

間会計期間より区分掲記している。なお、前中間

会計期間の「投資有価証券等評価損」の金額は、

1,819百万円である。 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間に投資その他の資産の「その

他」に含めて表示していた「長期繰延税金資産」

を、当中間会計期間より区分掲記している。な

お、前中間会計期間の「長期繰延税金資産」の

金額は、2,362百万円である。 

 

― 

 

追加情報 

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 
自 平成 13 年４月 １日 

至 平成 13 年９月 30 日 

自 平成 14 年４月 １日 

至 平成 14 年９月 30 日 

自 平成 13 年４月 １日 

至 平成 14 年３月 31 日 

― （自己株式及び法定準備金取崩

等会計） 

当中間会計期間から「自己株式

及び法定準備金の取崩等に関す

る会計基準」（企業会計基準第１

号）を適用している。これによる

当中間会計期間の損益に与える

影響は軽微である。 

なお、中間財務諸表等規則の改

正により、当中間会計期間におけ

る中間貸借対照表の資本の部に

ついては、改正後の中間財務諸表

等規則により作成している。 

これに伴い、前中間会計期間に

おいて流動資産に計上していた

「自己株式」（百万円未満）は、

当中間会計期間末においては資

本に対する控除項目としている。 

― 

― ― （自己株式） 

前期において流動資産に計上

していた「自己株式」（百万円未

満）は、財務諸表等規則の改正に

より当期末においては資本の部

の末尾に表示している。 
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注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

前中間会計期間末 当中間会計期間末 前事業年度末 

(平成 13 年９月 30 日) (平成 14 年９月 30 日) (平成 14 年３月 31 日) 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

471,431百万円 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

463,262百万円 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

464,946百万円

※２ このうち、有価証券の消費貸

借契約に基づく貸付が 6,002 百万

円含まれている。 

※２ このうち、有価証券の消費貸

借契約に基づく貸付が 6,309 百万

円含まれている。 

※２ このうち、有価証券の消費貸

借契約に基づく貸付が 7,045 百万

円含まれている。 

３ 当社は次のとおり従業員及び関

係会社等に対し銀行借入金他の債

務保証を行っている。 

３ 当社は次のとおり従業員及び関

係会社等に対し銀行借入金他の債

務保証を行っている。 

３ 当社は次のとおり従業員及び関

係会社等に対し銀行借入金他の債

務保証を行っている。 
  百万円    百万円    百万円  

 従業員 4,823   従業員 4,088   従業員 4,394  

 (住宅融資借入金)    (住宅融資借入金)    (住宅融資借入金)   

 OKI (THAILAND) CO., LTD. 2,388   OKI (THAILAND) CO., LTD. 2,452   ㈱沖電気カスタマアドテック 500  

 (20,000 千米ドル)   (20,000 千米ドル)   ㈱沖電気コミュニケーションシステムズ  

 ㈱沖電気コミュニケーションシステムズ   ㈱沖電気コミュニケーションシステムズ    2,400  

  2,400    2,400   沖マイクロ技研㈱ 700  

 その他 16件 9,927   宮城沖電気㈱ 1,750   ㈱沖マイクロデザイン 520  

 計 19,538   その他 14件 6,612   長野沖電気㈱ 740  

     計 17,303   宮城沖電気㈱ 1,750  

         沖デベロップメント㈱ 1,685  

         OKI DATA AMERICAS, INC. 666  

         (5,000 千米ドル)  

         OKI (THAILAND) CO., LTD. 2,665  

         (20,000 千米ドル)  

         その他８件 1,771  

         計 17,793  

            

４ 社債の信託型デット・アサンプ

ション（債務履行引受契約）に係る

偶発債務 

2001年満期ユーロ円建普通社債  

5,000百万円 

2002年満期ユーロ円建普通社債 

5,000百万円 

― ― 

※５ 中間会計期間末日満期手形の

会計処理については、手形交換日を

もって決済処理している。なお、当

中間会計期間の末日は金融機関の

休日であったため、次の中間会計期

間末日満期手形が中間会計期間末

残高に含まれている。 

受取手形  1,391 百万円 

― ※５ 期末日満期手形の会計処理

は、手形交換日をもって決済処理し

ている。なお、当事業年度の末日は

金融機関の休日であったため、次の

満期手形が期末残高に含まれてい

る。 

受取手形   674 百万円 
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前中間会計期間末 当中間会計期間末 前事業年度末 

(平成 13 年９月 30 日) (平成 14 年９月 30 日) (平成 14 年３月 31 日) 

６ 当座貸越契約及びコミットメ

ントライン契約に係る未使用借入

枠は 63,647 百万円である。これら

のうち 30,000 百万円はコミットメ

ントライン契約に係るものであり、

金融機関より随時借入を行うこと

ができる。この借入枠の設定・維持

のために、コミットメントフィーを

支払っている。 

６ 当社は、運転資金の効率的な調

達を行うため取引銀行等と当座貸

越契約及び貸出コミットメント契

約を締結している。 

当中間会計期間末における当座

貸越契約及び貸出コミットメント

に係る借入未実行残高等は次のと

おりである。 

６ 当社は、運転資金の効率的な調

達を行うため取引銀行等と当座貸

越契約及び貸出コミットメント契

約を締結している。 

当事業年度末における当座貸越

契約及び貸出コミットメントに係

る借入未実行残高等は次のとおり

である。 

    当座貸越極度額及び貸出コミット   当座貸越極度額及び貸出コミット  

    メントの総額 156,281 百万円   メントの総額 154,431 百万円  

    借入実行残高 68,842    借入実行残高 62,489   

    差引額 87,439    差引額 91,942   

 

(中間損益計算書関係) 

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 
自 平成 13 年４月 １日 

至 平成 13 年９月 30 日 

自 平成 14 年４月 １日 

至 平成 14 年９月 30 日 

自 平成 13 年４月 １日 

至 平成 14 年３月 31 日 

減価償却実施額 減価償却実施額 減価償却実施額 

 有形固定資産 12,801 百万円   有形固定資産 9,865 百万円   有形固定資産 26,810 百万円  

 無形固定資産 2,467    無形固定資産 2,392    無形固定資産 4,875   

 計 15,269    計 12,257   計 31,685   
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(リース取引関係) 

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 
自 平成 13 年４月 １日 

至 平成 13 年９月 30 日 

自 平成 14 年４月 １日 

至 平成 14 年９月 30 日 

自 平成 13 年４月 １日 

至 平成 14 年３月 31 日 

 

１．リース物件の所有権が借主に移転する 

と認められるもの以外のファイナンス・
リース取引 

(１)リース物件の取得価額相当額、減価償 

却累計額相当額及び中間期末残高相当額 

 

１．リース物件の所有権が借主に移転する 

と認められるもの以外のファイナンス・
リース取引 

(１)リース物件の取得価額相当額、減価償 

却累計額相当額及び中間期末残高相当額 

 

１．リース物件の所有権が借主に移転する 

と認められるもの以外のファイナンス・
リース取引 

(１)リース物件の取得価額相当額、減価償 

却累計額相当額及び期末残高相当額 

                  

  
取得価額 

相 当 額 

減価償却 

累 計 額 

相 当 額 

中    間 

期末残高 

相 当 額 

   
取得価額 

相 当 額 

減価償却 

累 計 額 

相 当 額 

中    間 

期末残高 

相 当 額 

   
取得価額 

相 当 額 

減価償却 

累 計 額 

相 当 額 

期末残高 

相 当 額 

 

  
百万円 百万円 百万円

   
百万円 百万円 百万円

   
百万円 百万円 百万円

 

 機械及び 

装    置 
8,571 4,379 4,191   機械及び 

装    置 
7,977 5,442 2,535   機械及び 

装    置 
8,405 5,114 3,291  

 その他 1,441 1,026 414   その他 1,365 723 642   その他 1,404 589 814  

 合計 10,012 5,406 4,605   合計 9,342 6,165 3,177   合計 9,810 5,704 4,106  

                 
 

(注)取得価額相当額は、未経過リース料 

中間期末残高が有形固定資産の中間期

末残高等に占める割合が低いため、支 

払利子込み法により算定している。 

  同  左 (注)取得価額相当額は、未経過リース料 

期末残高が有形固定資産の期末残高等

に占める割合が低いため、支払利子込 

み法により算定している。 

 
(２)未経過リース料中間期末残高相当額 

 
(２)未経過リース料中間期末残高相当額 

 
(２)未経過リース料期末残高相当額 

  １年内 1,995 百万円    １年内 1,784 百万円    １年内 1,942 百万円  

  １年超 2,610     １年超 1,393     １年超 2,164   

  合計 4,605     合計 3,177     合計 4,106   

  (注)未経過リース料中間期末残高相当額

は、未経過リース料中間期末残高が有 

形固定資産の中間期末残高等に占め 
る割合が低いため、支払利子込み法によ

り算定している。 

  同  左  (注)未経過リース料期末残高相当額は、 

未経過リース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合が低いた
め、支払利子込み法により算定してい

る。 

 

(３)支払リース料等 

 

(３)支払リース料等 

 

(３)支払リース料等 

① 支払リース料 1,083 百万円 ① 支払リース料 955 百万円 ① 支払リース料 2,273 百万円 

② 減価償却費相当額 1,083  ② 減価償却費相当額 955  ② 減価償却費相当額 2,273  

 

(４)減価償却費相当額の算定方法 
 リース期間を耐用年数とし、残存価額を 

零とする定額法によっている。 

 

(４)減価償却費相当額の算定方法 
  同   左 

 

(４)減価償却費相当額の算定方法 
  同   左 

 

２．オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

 

２．オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

 

２．オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

  １年内 17 百万円    １年内 2,153 百万円    １年内 19 百万円  

  １年超 36     １年超 4,785     １年超 39   

  合計 54     合計 6,939     合計 59   
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(有価証券関係) 

有 価 証 券 

 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

 

１．前中間会計期間末（平成 13 年９月 30 日） 

 

 
中間貸借対照表 

計上額（百万円） 

時  価 

（百万円） 

差    額 

（百万円） 

子会社株式 1,119 2,241 1,122 

関連会社株式 2,673 3,114 441 

合     計 3,792 5,355 1,563 

 

２．当中間会計期間末（平成 14 年９月 30 日） 

 

 
中間貸借対照表 

計上額（百万円） 

時  価 

（百万円） 

差    額 

（百万円） 

子会社株式 1,119 1,873 754 

関連会社株式 2,673 3,038 365 

合     計 3,792 4,911 1,119 

 

３．前事業年度末（平成 14年３月 31日） 

                                                         

 
貸借対照表 

計上額（百万円） 

時  価 

（百万円） 

差    額 

（百万円） 

子会社株式 1,119 1,926 806 

関連会社株式 2,673 3,075 402 

合     計 3,792 5,001 1,209 

 

 

 (重要な後発事象) 

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 
自 平成 13 年４月 １日 

至 平成 13 年９月 30 日 

自 平成 14 年４月 １日 

至 平成 14 年９月 30 日 

自 平成 13 年４月 １日 

至 平成 14 年３月 31 日 

記載すべき事項はない。 同左 同左 

 

 

（２） 【その他】 

該当事項はない。 
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第６【提出会社の参考情報】 

 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

 

(１) 有価証券報告書及びその添付書類 

(事業年度(第 78期) 自平成 13年４月１日 至平成 14年３月 31 日) 

平成 14年６月 27日 

関東財務局長に提出 

   

(２) 臨時報告書 平成 14 年４月１日 

関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第 19条第２項第９号（代表取締役の異動）に基づく臨時報告書であ 

る。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 

該当事項はない。 



中 間 監 査 報 告 書 

 

平成 13年 12 月 19 日 

 

沖電気工業株式会社 

 取締役社長  篠 塚 勝 正 殿  

  

 新 日 本 監 査 法 人 

 

代表社員 

関与社員 
公認会計士 金田 英成  

  

代表社員 

関与社員 
公認会計士 斉藤 一昭 

  

代表社員 

関与社員 
公認会計士 今井 靖容 

 

 当監査法人は、証券取引法第 193 条の 2 の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている沖電気工業株式会社の平成 13 年４月１日から平成 14 年３月 31 日までの連結会計年度の中間連結会 

計期間（平成 13 年４月１日から平成 13 年９月 30 日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結   

貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について

中間監査を行った。 

この中間監査に当たって、当監査法人は、一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠し、中間監

査に係る通常実施すべき監査手続を実施した。すなわち、この中間監査において当監査法人は、中間監査実

施基準二に準拠して財務諸表の監査に係る通常実施すべき監査手続の一部を省略し、また、連結子会社等に

ついては、中間監査実施基準三に準拠して分析的手続、質問及び閲覧等から構成される監査手続を実施した。 

 中間監査の結果、中間連結財務諸表について会社の採用する会計処理の原則及び手続は、一般に公正妥当

と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し、かつ、前連結会計年度と同一の基準に従って継続して

適用されており、また、中間連結財務諸表の表示方法は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に

関する規則」（平成 11年大蔵省令第 24号）の定めるところに準拠しているものと認められた。 

よって、当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が沖電気工業株式会社及び連結子会社の平成 13 年９月

30 日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成 13年４月１日から平成 13年９月

30 日まで）の経営成績及びキャッシュ･フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

以 上 

 

(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保管

している。 

 



中 間 監 査 報 告 書 

 

平成 14年 12 月 19 日 

 

沖電気工業株式会社 

 取締役社長  篠 塚 勝 正 殿  

  

 新 日 本 監 査 法 人 

 

代表社員 

関与社員 
公認会計士 金田 英成  

  

代表社員 

関与社員 
公認会計士 斉藤 一昭 

  

代表社員 

関与社員 
公認会計士 今井 靖容 

 

 当監査法人は、証券取引法第 193 条の 2 の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている沖電気工業株式会社の平成 14 年４月１日から平成 15 年３月 31 日までの連結会計年度の中間連結会 

計期間（平成 14 年４月１日から平成 14 年９月 30 日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結   

貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について

中間監査を行った。 

この中間監査に当たって、当監査法人は、一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠し、中間監

査に係る通常実施すべき監査手続を実施した。すなわち、この中間監査において当監査法人は、中間監査実

施基準二に準拠して財務諸表の監査に係る通常実施すべき監査手続の一部を省略し、また、連結子会社等に

ついては、中間監査実施基準三に準拠して分析的手続、質問及び閲覧等から構成される監査手続を実施した。 

 中間監査の結果、中間連結財務諸表について会社の採用する会計処理の原則及び手続は、一般に公正妥当

と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し、かつ、前連結会計年度と同一の基準に従って継続して

適用されており、また、中間連結財務諸表の表示方法は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に

関する規則」（平成 11年大蔵省令第 24号）の定めるところに準拠しているものと認められた。 

よって、当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が沖電気工業株式会社及び連結子会社の平成 14 年９月

30 日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成 14年４月１日から平成 14年９月

30 日まで）の経営成績及びキャッシュ･フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

以 上 

 

(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保管

している。 

 



中 間 監 査 報 告 書 

 

平成 13年 12 月 19 日 

 

沖電気工業株式会社 

 取締役社長  篠 塚 勝 正 殿  

 

 新 日 本 監 査 法 人 

 

代表社員 

関与社員 
公認会計士 金田 英成 

  

代表社員 

関与社員 
公認会計士 斉藤 一昭 

  

代表社員 

関与社員 
公認会計士 今井 靖容 

 

 当監査法人は、証券取引法第 193 条の 2 の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている沖電気工業株式会社の平成 13 年４月１日から平成 14 年３月 31 日までの第 78 期事業年度の中間会計

期間（平成 13 年４月１日から平成 13 年９月 30 日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表   

及び中間損益計算書について中間監査を行った。 

この中間監査に当たって、当監査法人は、一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠し、中間監

査に係る通常実施すべき監査手続を実施した。すなわち、この中間監査において当監査法人は、中間監査実

施基準二に準拠して財務諸表の監査に係る通常実施すべき監査手続の一部を省略した。 

 中間監査の結果、中間財務諸表について会社の採用する会計処理の原則及び手続は、一般に公正妥当と認

められる中間財務諸表の作成基準に準拠し、かつ、前事業年度と同一の基準に従って継続して適用されてお

り、また、中間財務諸表の表示方法は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和

52 年大蔵省令第 38号）の定めるところに準拠しているものと認められた。 

よって、当監査法人は、上記の中間財務諸表が沖電気工業株式会社の平成 13 年９月 30 日現在の財政状態

及び同日をもって終了する中間会計期間（平成 13 年４月１日から平成 13 年９月 30 日まで）の経営成績に  

関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

以 上 

 

(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保 

管している。 

 



中 間 監 査 報 告 書 

 

平成 14年 12 月 19 日 

 

沖電気工業株式会社 

 取締役社長  篠 塚 勝 正 殿  

 

 新 日 本 監 査 法 人 

 

代表社員 

関与社員 
公認会計士 金田 英成 

  

代表社員 

関与社員 
公認会計士 斉藤 一昭 

  

代表社員 

関与社員 
公認会計士 今井 靖容 

 

 当監査法人は、証券取引法第 193 条の 2 の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている沖電気工業株式会社の平成 14 年４月１日から平成 15 年３月 31 日までの第 79 期事業年度の中間会計

期間（平成 14 年４月１日から平成 14 年９月 30 日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表   

及び中間損益計算書について中間監査を行った。 

この中間監査に当たって、当監査法人は、一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠し、中間監

査に係る通常実施すべき監査手続を実施した。すなわち、この中間監査において当監査法人は、中間監査実

施基準二に準拠して財務諸表の監査に係る通常実施すべき監査手続の一部を省略した。 

 中間監査の結果、中間財務諸表について会社の採用する会計処理の原則及び手続は、一般に公正妥当と認

められる中間財務諸表の作成基準に準拠し、かつ、前事業年度と同一の基準に従って継続して適用されてお

り、また、中間財務諸表の表示方法は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和

52 年大蔵省令第 38号）の定めるところに準拠しているものと認められた。 

よって、当監査法人は、上記の中間財務諸表が沖電気工業株式会社の平成 14 年９月 30 日現在の財政状態

及び同日をもって終了する中間会計期間（平成 14 年４月１日から平成 14 年９月 30 日まで）の経営成績に  

関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

以 上 

 

(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保 

管している。 
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